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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（抄）

第 2 条（定義）

この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養
か ん よ う

を目的とする教育活動をい

い、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理

解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動(人権教育を除く。)をいう。

第 3 条（基本理念）

国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他

の様々な場を通じて、国民がその発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深

め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自

主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。

第 5 条（地方公共団体の責務）

地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏ま

え、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。

第Ⅰ章 基本的な考え方

1 計画策定の趣旨

県では、日本国憲法で保障された基本的人権を尊重し、県民一人ひとりの人権が尊ば

れ、温もりと心の豊かさが実感できる人権尊重社会の実現をめざし、1999年（平成11年）、

「人権教育のための国連 10 年」国内行動計画を基本とした「長崎県行動計画」を策定しま

した。

2000 年（平成 12 年）の「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の施行により、

人権教育・啓発の理念と地方公共団体の責務が明記されたことを受け、2006 年（平成 18

年）、「長崎県人権教育・啓発基本計画」を策定し、全庁的な人権教育・啓発の取組と、

様々な人権問題の解決に向けた諸施策の方向性を示しました。

その後、2012 年（平成 24 年）と 2017 年（平成 29 年）に本計画を改訂してきましたが、こ

れまでの社会情勢の変化や人権問題を取り巻く環境の変化、県の新たな総合計画、人権

に関する個別分野の計画見直しなどに対応した必要な見直しを行い、引き続き、「人権が

尊重される社会づくり」を進めるものです。
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2 基本計画の性格

この計画は、次の性格を有するものです。

(1)  「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第 5 条に基づく、人権教育・啓発

の推進にかかる本県の施策であり、さらに「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ

2025」の基本理念を踏まえた人権教育・啓発の基本方針と具体的施策の方向を示

すものです。

(2)  これまでの取組を踏まえ、人権尊重の精神の涵養
か ん よ う

と人権尊重の理念をさらに普及

し、理解を深めるため、人権教育の充実、重要課題の設定、特定職業従事者に対

する教育の強化、啓発の推進などを継承・発展させていきます。

(3)  県の様々な施策における諸計画に対して、人権教育・啓発に関する基本計画と

するものです。今後、施策の推進にあたっては、この計画の趣旨を踏まえて諸施策

の点検を行い、常に人権の視点を持って取り組むものとします。

(4)  市町をはじめ、県内の公的団体、マスメディア、企業、地域等で活動する民間の

諸団体においても、この基本計画の趣旨を踏まえた自主的な人権教育・啓発を期

待するとともに、その指針となるものとします。      

基本理念を実現するための３つの柱

長崎県総合計画 チェンジ＆チャレンジ 202５

基本理念：人・産業・地域を結び、新たな時代を生き抜く

力強い長崎県づくり

１．地域で活躍す

る人材を育て、未

来を切り拓く

２．力強い産業

を育て、魅力あ

るしごとを生み

出す

３．夢や希望のあ

るまち、持続可能

な地域を創る
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第Ⅱ章 人権尊重をめぐる取組

1 国際社会（国連）での取組

二度にわたる悲惨な世界大戦の反省をもとに、世界の平和と人権の尊さを願って、

1945 年（昭和 20 年）に結成された国際連合（国連）は、国連憲章で、「基本的人権の尊

重と人間の尊厳の不可侵」を前文に掲げ、1948 年（昭和 23 年）にすべての人民とすべて

の国とが達成すべき共通の基準として、「世界人権宣言」を採択しました。

以後、「世界人権宣言」の理念を実効あるものとするため、「国際人権規約」をはじめ、

「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」、「女子に対するあらゆる形態の差

別の撤廃に関する条約」、「児童の権利に関する条約」、「障害者の権利に関する条約」、

「ハンセン病差別撤廃決議」など、多くの人権に関する国際条約・決議を採択しました。

しかし、世界各地の紛争や内戦等は絶えず、1993 年（平成 5 年）のウィーン世界人権

会議では、「人権が国際社会の指導原理であること」、「現代社会の諸問題の解決には人

権意識の徹底・人権教育が不可欠であること」などが確認されました。

さらに同年、人権問題を総合的に調整する役割を担う「国連人権高等弁務官」が創設

され、その後、国連の人権問題への対処能力を強化するため、2006 年（平成 18 年）、国

連総会の下部組織として「人権理事会」の設立決議が採択されました。

また、国際社会における人権問題の解決に向けた取組の気運の更なる高まりにより、

1995～2004 年（平成 7～16 年）の 10 年間を「人権教育のための国連 10 年」とする決議

が採択され、「人権教育を推進することによって、世界のあらゆる地域において、人権と

いう普遍的文化をめざす」具体的プログラムとしての行動計画が報告されました。

さらに、2005年（平成17 年）からは、国連10年の取組の継続を目的として、「人権教育

のための世界計画」が始まりました。

この世界計画は、初等・中等教育における人権教育を重点とした第１フェーズ（2005～

2009 年 平成 17～21 年）、高等教育における人権教育及び教育者・公務員・法執行者

等への人権教育を重点とした第２フェーズ（2010～2014 年 平成 22～26 年）、メディア・

報道関係者への人権研修を重点とした第３フェーズ（2015～2019 年 平成 27～令和元

年）を経て、現在、第４フェーズ（2020～2024 年 令和 2～6 年）の過程にあり、これまでの

３つのフェーズの取組の一層の強化に加え、「若者」への人権教育を重点とした取組が

進められています。さらに、この第４フェーズは、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）のターゲ

ット 4.7 と連携させることとされています。
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＊国際人権規約とは、次の二つの規約をいう。

1. 「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」略称 A 規約、「社会的基本権」

といわれる。教育を受ける権利、社会保障を受ける権利、労働に関する権利等が規定

されている。

2. 「市民的及び政治的権利に関する国際規約」略称 B 規約、「自由権的基本権」といわ

れる。生命に関する権利、思想・良心・信教の自由、言論の自由、集会・結社の自由等

が規定されている。

＊「ターゲット４．７」とは

上記ＳＤＧｓの 17 の目標の中の目標４

「すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を

促進する。」

ターゲット４．７

「2030 年までに、持続可能な開発のために必要なライフスタイル、人権、男女の平

等、平和及び非暴力的文化の推進、グローバル・シチズンシップ、文化多様性と文化

の持続可能な開発への貢献の理解の教育を通して、全ての学習者が、持続可能な開

発を促進するために必要な知識及び技能を習得できるようにすることとされている。」

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）は、2015年の国連サミットで採択された

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された 2016 年から 2030 年までの

国際目標。

持続可能な世界を実現するための17 の目標と169 のターゲットから構成され、「地球

上の誰一人として取り残さない」社会の実現をめざし、開発途上国のみならず先進国を

含む国際社会全体の目標として、経済・社会・環境の諸問題を統合的に解決することを

めざしている。

このＳＤＧｓには、人権尊重の考え方がベースにある。

本県においても、このＳＤＧｓの理念を踏まえながら各取組を推進し、県民の皆様が安

心して暮らせるような、持続可能なまちづくりと地域活性化を実現していくとともに、国際

社会の一員として、ＳＤＧｓの達成に貢献していくこととしている。
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2 国内での取組

国は、日本国憲法が定めるすべての国民に保障する基本的人権の確立と擁護を図

るため、種々の人権施策を推進するとともに、国際社会の一員として、「国際人権規約」

をはじめ人権に関する諸条約に加入し、その具体的な取組を進めてきました。

そして、1997年（平成9年）に「人権擁護施策推進法」を施行するとともに、「人権教育

のための国連 10 年」国内行動計画を策定し、関係府省での取組が開始されました。

さらに、2000年（平成12年）に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」を施行

し、2002 年（平成 14 年）、同法に基づく国の「人権教育・啓発に関する基本計画」が策

定され、計画に係る施策の実施状況を毎年の年次報告として公表しています。

人権に関係した法律についても、女性、子ども、高齢者、障害のある人、部落差別

（同和問題）、外国人等に関して、「男女共同参画社会基本法」（1999年（平成11年））、

「児童虐待の防止等に関する法律」（2000 年（平成 12 年））、「発達障害者支援法」

（2004 年（平成 16 年））、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（2005 年（平成 17 年））、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（2013 年（平

成 25 年））、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（2013 年（平成 25

年））、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関す

る法律」（2016 年（平成 28 年））、「部落差別の解消の推進に関する法律」（2016 年（平

成 28 年））などが制定されています。

また、2006 年（平成 18 年）に制定された新たな「教育基本法」においては、生涯学習

の理念に基づいた学校、家庭、地域等の連携に裏付けられた様々な分野における人

権教育の取組が求められています。

文部科学省においては、「人権教育・啓発に関する基本計画」に従って、人権教育の

現状を調査し、併せて、教材や指導方法の充実・改善のための調査研究を実施し、

2008 年（平成 20 年）に公表した「人権教育の指導方法等の在り方について（第三次とり

まとめ）」の中で、学校での取組をはじめ、家庭・地域と連携した取組等、43 の具体的な

実践例を提示し、人権教育の充実が図られるよう支援しています。

3 長崎県での取組

県は、日本国憲法で保障されている基本的人権を尊重し、県民一人ひとりの人権が

尊重される社会をめざして、諸施策を推進してきました。

また、被爆県として、1990 年（平成 2 年）、「自由と平和の尊厳に関する長崎県宣言」

を発し、世界に向けて核兵器の廃絶と世界恒久平和の実現を訴えてきました。

1999 年（平成 11 年）に、国の「人権教育のための国連 10 年」国内行動計画の策定を
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受けて、「長崎県行動計画」を策定（2003 年（平成 15 年）改訂）し、学校、地域社会など

において、人権教育・啓発の取組を進めてきました。

2005 年（平成 17 年）には、「長崎県人権教育啓発センター」を開設し、広報・啓発、

教育・研修活動、相談・情報提供活動や交流・連携活動などをさらに効果的に推進して

きました。

また、同年に、人権教育・啓発を全庁的な体制で総合的かつ効果的に推進するため、

「長崎県人権教育・啓発推進会議」を設置しました。

「人権教育のための国連 10 年」が終了した翌々年の 2006 年（平成 18 年）には、「人

権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づく国の「人権教育・啓発に関する基

本計画」を踏まえて、「温もりと心の豊かさが実感できる人権尊重社会の実現」を目標に

掲げた「長崎県人権教育・啓発基本計画」を策定しました。

この計画に基づき、人権教育・啓発活動の拠点である「長崎県人権教育啓発センタ

ー」を活用しながら、学校、家庭、職場、地域社会などあらゆる場・あらゆる機会を通した

人権教育・啓発を進めてきました。

その後、それまでの取組状況、社会情勢の変化などを踏まえて、2012年（平成24年）

に第一次改訂を、2017 年（平成 29 年）に第二次改訂を行いました。

一方、県教育委員会が示した「長崎県人権教育基本方針」（2009 年（平成 21 年）策

定）や「第三期長崎県教育振興基本計画」（2019 年（平成 31 年）策定）に基づいて、学

校教育や社会教育の場における人権教育の推進に積極的に取り組んでいます。

このような中、前回改訂から概ね 5 年を経た 2022 年（令和 4 年）、この間の人権問題

に係る国内外の社会情勢の変化などを踏まえ、「長崎県人権教育・啓発基本計画」の

第三次改訂を行い、持続した人権教育・啓発を推進していきます。
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第Ⅲ章 計画の目標と基本方針

１ 計画の目標 「温もりと心の豊かさが実感できる人権尊重社会の実現」

人権とは、すべての人が生まれながらに持っている、人間らしく生きていくために必要

な、誰からも侵されることのない基本的権利です。

すべての人々の尊厳が守られ、基本的人権が尊重されることは、私たちの社会生活の

基礎をなすものであり、個人の個性と能力が十分に発揮できる社会の基礎的条件です。

また、すべての人々が人権を享有
きょうゆう

する社会の実現のためには、自他の人権について

正しく理解し、権利の行使に伴う責任を自覚して、互いの人権を尊重する人権の共存が

求められます。

私たち一人ひとりが人権尊重社会の担い手として、人権の意義及びその尊重と共存の

重要性について理性と感性の両面から理解を深め、人権感覚を磨き、態度や行動に現

すことができるようにする必要があります。

そこで、本計画では、県民一人ひとりの基本的人権が尊重され、個人の個性と能力が

十分に発揮できるとともに、人権が共存し、ゆとりや楽しさが感じられる「温もりと心の豊か

さが実感できる人権尊重社会の実現」を目標とします。

問 私たちが住んでいる長崎県は、人権が尊重されて

いる県であると思いますか。

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

問 あなたは「人権」に関心がありますか。あなたのお

考えに一番近いものを選んでください。

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

そう思う

7.1%

どちらかと言えば、

そう思う

44.6%

どちらかと言えば、

そう思わない

9.2%

そうは思わない

4.5%

わからない

32.3%

無効

0.1%

無回答

2.2%

(N = 1423)

関心がある

36.0%

すこし関心がある

45.1%

あまり関心がない

14.9%

関心がない

2.9%

無効

0.1% 無回答

1.1%

(N = 1423)
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2 基本方針

計画の実現に向けて、法の下の平等、個人の尊重という普遍的視点から、県民一人

ひとりが自らの課題として、生涯にわたって人権について学ぶことができるよう効果的な

人権教育・啓発を推進していきます。

① 国、市町、民間団体、企業等と連携協力し、学校や家庭、職場、地域社会等あらゆ

る場や機会をとらえて人権教育・啓発を推進します。

② 生涯学習の視点に立って、幼児期からの発達段階に応じた人権教育・啓発を推進

します。その際、学校教育と社会教育とが相互に連携し、人権を単に知識として学ぶ

だけでなく、日常生活において態度や行動に現れるような人権感覚の涵養
か ん よ う

に努めま

す。

③ 各人権課題に対する取組については、それらに関する知識や理解を深め、さらに

は、問題の解決に向けた実践的な態度を一人ひとりが培っていくような人権教育・啓

発を推進します。

④ 県民一人ひとりの人権の尊重の実現に深い関わりを持つ公務員、教職員、警察官、

消防職員、医療関係者、福祉保健関係者、マスメディア関係者等に対する人権研修

を推進します。
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第Ⅳ章 人権教育・啓発の推進

人権尊重の精神を広め、人権文化に満ちた社会を実現するためには、生涯にわたる人権

教育による意識形成が必要であり、学校、家庭、職場、地域等のあらゆる場や機会を活用し

た人権教育・啓発を一層進めていかなければなりません。

現在、部落差別（同和問題）をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人、性

的少数者等の人権問題のほか新型コロナウイルス感染症にかかる新たな人権問題などがあ

りますが、それらの解決には、県民一人ひとりがそれぞれの人権問題の本質を正しく理解し、

具体的に態度や行動に現すことができるようになるための人権教育を推進することが必要で

す。そのために、これまで培ってきた同和教育・啓発における成果等を踏まえ、人権教育・啓

発の内容の更なる充実と強化を図ります。

また、公務員、教職員、警察官等の人権に特に関わりが深い特定職業従事者に対しては、

人権尊重社会を実現する責務の保持者であるため、積極的な人権研修の推進が求められ

ます。

さらに、テレビやインターネット等による情報発信は大きな啓発効果が期待できるため、マ

スメディア・ＳＮＳ等を活用した広報の取組を推進します。

一方、マスメディアは世論の形成に大きな影響力を持つという観点から、マスメディアにお

ける自主的かつ積極的な人権研修の取組を要請します。

問 人権が尊重される社会を実現するためには、今後、どのようなこ

とに力を入れていけばよいと思いますか。（回答はいくつでも）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

％

学校での人権教育の充実

インターネットによる誹謗・中傷への対策の充実

地域社会での人権教育等の充実

被害者の救済・支援の充実

専門の相談機関・施設の充実

国、県、市町、民間団体等の連携

企業等への人権研修等の支援充実

教員等の教育・啓発活動への支援充実

犯罪の取締り強化

人権に関する情報収集・提供の充実

その他

特にない

わからない

無効

無回答

65.4

51.4

34.4

34.0

26.8

25.1

24.1

23.3

20.0

6.8

2.2

2.2

7.5

0.1

2.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(N = 1423)

＊ＳＮＳとは

「Social Networking Service」（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略称で、イン

スタグラムやツイッターなどＷｅｂ上で社会的なネットワークを作り出せるサービス
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1 あらゆる場における教育・啓発

幼児から高齢者に至る幅広い層を対象に、人権教育・啓発を効果的、積極的に推進す

る必要があります。

そのためには、学校、家庭、地域社会、職場等のあらゆる場や機会において、対象者や

地域の実態に応じた研修会等を実施し、人権問題が身近な問題であるとの認識のもと、日

常生活の中において、具体的に態度や行動に現すことができるようにすることが重要です。

(1)学校等における人権教育

＜現 状＞

人権教育は、一生涯を通して人権に関する知的理解と人権感覚を身につけようと

するものですが、人格の基礎が形成される幼少期から青年期に至る間の学校教育等

における人権教育は特に重要です。

子ども個人の尊厳と個性を尊重し、一人ひとりを大切にする教育を実現すること、さ

らには、発達段階に応じて、子ども一人ひとりが権利の主体であるとの基本認識のも

と、教育活動全体を通して、自分や他者の人権についての理解を深め、日常生活に

おいて、自らの態度や行動に現すことができるようにすることが大切です。

そのために、就学前においては互いを大切に思う心の育成に、小・中・高等学校に

おいては、同和問題をはじめとする様々な人権問題について正しく理解し、問題解

決に向けての具体的な実践力の育成に取り組んでいます。また、大学等においても、

同和問題などの人権問題等を扱った講義や講座等をカリキュラムに取り入れた人権

教育・啓発が推進されています。

県教育委員会は、これまで取り組んできた同和教育を継承しながらも、より人権尊

重の精神の涵養
か ん よ う

をめざすため、1978年（昭和 53 年）策定の「長崎県同和教育基本方

針」を、2009 年（平成 21 年）に、「長崎県人権教育基本方針」として改定しました。こ

の「長崎県人権教育基本方針」や文部科学省が示した「人権教育の指導方法等の在

り方について」の周知を図るために、県内の教職員を対象とした各種人権研修会の

開催や啓発資料を配布するなどの取組を行っています。

＜課 題＞

人権教育を各学校の実態や子どもの発達段階に応じて推進しているにもかかわら

ず、いじめや賤称
せんしょう

語
ご

発言等の差別事象は未だになくなりません。

学校においては、いじめは人権侵害であり、あらゆる人権問題が「人間が人間をい

じめる事象」であることを共通認識し、知識の習得にとどまらず、差別や偏見を受けた

人々の苦しみや悲しみ等の思いや考えを、子ども一人ひとりに感得させる人権教育

を推進する必要があります。
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また、新たな人権問題（新型コロナウイルス感染症に関連する人権侵害など）につ

いても、教職員が正しい理解を深め、自らの人権感覚を磨くとともに、日常生活も含

めすべての人の人権が尊重される学校、学級づくりに努めることが肝要です。

具体的には、あらゆる教育活動を通して人権教育を推進しながら、子ども一人ひと

りが互いの人権について正しく理解し、日常生活における差別やいじめの問題を発

見し、自ら問題解決に向けて取り組んでいこうとする実践力を育成しなければいけま

せん。

2004～2008 年（平成 16～20 年）までに文部科学省から「人権教育の指導方法等

の在り方について」の三次にわたる「とりまとめ」が示され、その中に、自分の大切さと

同様に他者の大切さも認め、様々な場面で態度や行動に現れる人権感覚の涵養
か ん よ う

が、

人権教育の目標として掲げられています。

＜具体的方策＞

（基本認識）

それぞれの校種における教育活動の中で、幼児、児童生徒、学生が社会生活を営

む上で必要な知識や技能、関心・意欲・態度などを確実に身につけることを通じて、人

権尊重の精神の涵養
か ん よ う

を図ることが大切です。

初等中等教育においては、自ら学び、自ら考える力や豊かな人間性等の「生きる

力」を育んでいきます。

高等教育においては、「生きる力」を基盤とした知的、道徳的及び応用的能力の活

用を図ります。

こうした基本認識に立って、下記に示す具体的方策の実施に努めます。

①子ども一人ひとりを大切にする学校教育の推進

子ども一人ひとりの存在は尊いものであり、一人ひとりの持つ個性を最大限に引き出

し、すべての子どもが生き生きと学べる学校教育の実現をめざします。

教職員は、子ども一人ひとりの個性が十分に発揮され、自分の存在と同じく他者の

存在も大切であることを自覚できるような教育活動を実施します。

また、個に応じたきめ細かな指導を通して、一人ひとりに「確かな学力」を身につけさ

せ、将来にわたって必要な「生きる力」を獲得できるようにします。

②学校教育活動全体を通した人権教育の推進

＊賤称語発言とは

  被差別部落やその出身者に対して、差別的な意図をもって使用される言葉を「賤称
せんしょう

語
ご

」といい、人を貶
おとし

める表現としてそのような言葉を使うことを「賤称語発言」という。
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学校教育においては、自ら学ぶ資質や態度を身につけ、生命を大切にし、人権を

尊重する心、他者を思いやる心など、豊かな人間性を核とした「生きる力」の育成に努

めます。

そのためには、学習指導要領の趣旨を踏まえ、教科のねらいに即した指導をはじめ、

特別の教科道徳及び特別活動、総合的な学習の時間、総合的な探究の時間などを

意図的、計画的、継続的に関連づけて指導することが重要です。

③同和教育の成果を生かした人権教育の推進

学校においては、我が国固有の人権問題である同和問題の解決をめざして同和教

育を推進してきました。この取組においては、心がけや思いやりなどの一般論にとどま

るのでなく、教師が「差別の現実」や「子どもの姿」から学び、個々に寄り添った教育を

行う大切さを明らかにしてきました。また、学校におけるいじめなど他の人権問題にお

いても、差別の根は同一であるという認識の下、同和問題をはじめとするあらゆる人権

問題の解決をめざして取り組んできました。

県は、部落差別（同和問題）の解消は国や地方公共団体の責務であり、国民的課

題であるとの認識のもと、「長崎県人権教育基本方針」を踏まえ、部落差別（同和問

題）をはじめとするあらゆる人権問題の解決をめざし、これまでの取組の成果を生かし

た人権教育の充実、推進に努めます。

④子どもの発達段階に応じた人権教育の推進

子どもの発達段階に応じ人権尊重の意識を高め、偏見や差別のない社会づくりに

自ら取り組んでいこうとする実践力を身につけさせることが重要です。

子どもが、学校生活を通して、自分の言動に偏見や差別がないかを振り返り、まわり

に潜むいじめ等を見逃さず、互いが大切な存在であることを認めて、相互の人権を尊

重した行動ができるような指導が求められます。このため、文部科学省が示す「人権教

育の指導方法等の在り方について」に従って、知識、価値・態度、技能の 3 側面から、

人権に関する知的理解を深め人権感覚を磨くことにより、自分と同じく他者の人権を尊

重しようとする意識・意欲・態度を育み、それを実践行動につなげることをめざした教

育・啓発に注力します。

ア 就学前段階

この段階では、幼児が、家庭や幼稚園・保育所・認定こども園等集団生活におい

て、自分が大切にされているという実感を得ることで自尊感情を持てるように指導す

ることが重要です。このことによって、他者を尊重する気持ちが醸成
じょうせい

されます。

また、遊びを中心とした生活の中から、他者を尊重する精神を育んでいくことも重

要です。
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そのために、下記の 2 点について配慮します。

・ 好奇心、探求心、思考力の芽を育て、自ら問題を解決し自信が持てるような自発

的な遊びを重視します。

・ 幼児が他の幼児との関わりを通して他者の存在に気づき、相手を尊重する気持

ちを持って行動できるよう、また、自然や身近な動植物に親しむことなどを通して豊

かな心情を育むよう努めます。特に、人に対する信頼感や思いやりの気持ちは、葛

藤やつまずきを体験し、それらを乗り越えることにより、次第に芽生えてくることが期

待できます。

イ 小・中学校段階

小学校低学年の段階では、生活体験に基づく気づきから、想像力や認識力に訴

えて人権感覚を育むことが有効です。

高学年の段階では、人権の意義や重要性を知的に理解させ、知的理解が抽象

的なものにとどまらないよう、具体的な人権問題を直感的に「おかしい」と認知できる

感性の育成を図ります。

中学校の段階では、自己肯定感を高めるとともに、多様な生のあり方や様々な価

値観を持つ他者の存在を、知的にも感覚的にも受容できる生徒の育成をめざしま

す。

ウ 高等学校段階

この段階は、小・中学校段階で身につけた人権に対する基本的な知識・技能、感

性を発展させ、人間の尊厳や人権の共存の大切さを自分のあり方、生き方と深く関

わらせて認識できるよう育成します。

また、自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的に取り組み、その成果を表現

するために必要な思考力、判断力、表現力等を、生徒一人ひとりが身につけられる

よう学習指導の充実、改善を図っていきます。

併せて、将来、社会人になったときに生きる力を発揮することができるようキャリア

教育の充実に努めていくとともに、雇用・労働問題に対処することができるよう労働

法規等について生徒への理解を深めさせていきます。また、就職選考において、不

適切な事象に生徒が正しく対処できるよう、教職員に対しても適正な選考に向けた

取組やその意義についての理解を引き続き深めさせていきます。加えて、本県の歴

史的背景等を考慮に入れながら、国際的視野に立つ調和のとれた豊かな人間の育

＊自尊感情とは  
自己に対して肯定的な評価を抱いている状態を指す Self-esteem の日本語訳。

自尊感情が高くなれば、自身のよい面も悪い面も受け入れ、自分自身を大切に思うこ

とができるようになると言われている。
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＊キャリア教育とは

  児童・生徒一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育

てることを通して、社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現してい

くことを促す教育。

成を図るため、国際理解と多文化共生の教育の推進を図ります。

エ 大学等段階

この段階では、これまでに培われてきた人権意識や感性に基づいた実践力を身

につけた社会人になれるよう、教養教育やそれぞれの専門課程での科目履修を通

して、すべての人の人権を守るための法や社会のしくみについての理解を深め、態

度や行動として現すこと、また、就職選考における不適切な事象にも対応できること

が求められます。

⑤研究指定校と啓発資料の作成、配布等

県内の小・中学校を対象に、人権教育の研究校を指定し、その実践的研究の成果

を県内の小・中学校に広めていきます。

また、人権教育の現状と課題を踏まえ、県内の全教職員及び関係機関に人権教

育・啓発に関する資料を配布し活用を図ります。

⑥教職員研修の計画的な実践

教職員の指導力向上を図るため、地区別人権教育研修会を主とする研修会や教育

センターにおける経年研修等での人権教育研修を実施します。

さらに、各学校に人権教育担当者を置き、それぞれの学校における研修等の内容

を充実させます。

⑦家庭・地域社会との連携

学校教育のみならず、学校と家庭・地域社会が連携した人権教育について、次のと

おり推進します。

・ 学校で取り組む人権教育の内容を家庭や地域社会へ知らせ、人権教育に関わる

学校行事等に保護者や地域の方の積極的な参画を促すなど、相互交流を促進しま

す。

・ 地域社会との情報交換に努め、社会性や豊かな人間性を育む多様な体験活動の

実施を通じて、子どもの人権意識を高めます。

・ 学校、家庭、地域の連携・協働を進めるために、めざす子ども像を共有し、日常生

活の中で、人権を尊重した態度や行動がとれるようにします。
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(2)家庭、地域社会における人権教育・啓発

＜現 状＞

幼児から高齢者までを対象にした社会教育の場において、身近な生活や社会に

おける人権問題等、人権全般についての理解を深めるとともに、人権感覚の涵養
か ん よ う

を

図っていくことが大切です。

  そのために、県及び各市町においては、あらゆる機会や場における研修会や講座、

啓発活動を通して、県民の人権意識の向上を図っています。

  県が実施する研修会や講座の開催にあたっては、受講者が抱える課題及び社会

情勢の変化に対応したテーマを設定し、取組事例の発表、参加体験型学習など効果

的な学習方法を採り入れて人権教育を進めています。

なお、県内の各市町においても、地域の実態に応じた研修会や公民館講座等によ

る社会教育が実施されています。

また、家庭教育を支援するために、保護者への研修機会の提供や情報提供・相談

対応などを実施しています。

さらに、家庭、学校、地域社会、行政が一体となって、子どもの心の根っこを育てる

ため、大人のあり方を見直す県民運動「ココロねっこ運動」の推進など、子どもが健や

かに成長できる人権に根ざした環境づくりにも努めています。

＜課 題＞

今日の家庭の状況は、核家族化、少子化の進行及び経済状況の悪化などから、生

活や子育てに対する不安や悩みをもつ親が少なくありません。また、子どもに暴力を振

るう、子育てを放棄するなどの児童虐待事案が増えているとともに、子どもの貧困問題

が深刻化しています。

こうしたことから、親が子に対して、豊かな人間性を育み、正義感や公正を重んじる

心、自分や他者を大切にする心を育てながら、一人ひとりの人権を大切にする家庭教

育が図れるよう支援する必要があります。

一方、県や市町は、社会教育や家庭への支援を通して人権教育・啓発を実施して

いますが、2020 年（令和 2 年）に実施した「人権に関する県民意識調査」では、人権を

テーマとした講演会や研修会等に「参加したことがない」という県民が全体の 7 割を超

え、依然として高い状況にあります。

このような状況を踏まえ、県や市町は、継続して人権教育・啓発活動に取り組む中で、

今後、講演会や研修会等の内容の充実を図るとともに、さらに誰もが参加しやすい環境

づくりや機会の提供を行っていく必要があります。

また、各地域においては、人権教育・啓発活動を率先して推進する指導者の養成も

重要です。
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＜具体的方策＞

（基本認識）

家庭はすべての教育の出発点であるとともに、子どもの人間形成の基礎を育む上で

重要な役割を果たすものであるとの認識に立って、家庭教育の充実を図ります。

社会教育においては、人権文化に満ちた地域社会の実現をめざして、女性、子ども、

高齢者、障害のある人、性的少数者、外国人等にかかる人権問題や、部落差別（同和

問題）、インターネット上での人権侵害など、現代社会が抱える様々な課題の解決に

向け、自分との関わりの中で自ら考える学習の場を設けていく必要があります。

その中で、「自分の大切さを認めるとともに他者の大切さを認める」という人権尊重の

理念を基盤に、人権問題についての正しい理解と認識を深め、日常生活において態

度や行動に現れるようにすることをめざします。

さらに、地域に根づき、地域の要となって人権教育・啓発活動を推進する指導者の

養成にも取り組みます。

（家庭教育）

①家庭教育力の向上を目的とした家庭・子育て支援事業の推進

②地域総がかりでの家庭教育相談体制の整備・充実

③ひとり親家庭の支援のための研修会などの充実

④家庭、地域社会の教育力向上のための社会教育関係団体等での人権学習支援

（社会教育）

① 地域が抱える課題や実態を踏まえた研修及び参加しやすい研修方法や学習機会

の提供による人権教育・啓発活動の充実

②社会教育関係者の質的向上をめざした研修会等の実施

③地域で活動する指導者の養成を目的とした専門的講座の充実

④人権教育の有効な手法とされる参加体験型学習の進め方や留意点について、指導

者への一層の周知と支援

(3)企業・団体等における人権教育・啓発

＜現 状＞

企業の社会に与える影響がますます大きくなった現代では、企業も社会を構成す

る一員として、人権や環境などに配慮した行動をとるべきであるとする企業の社会的

責任（ＣＳＲ：Corporate Social Responsibility）が強く求められております。

また、企業だけでなくすべての組織を対象とした社会的責任に関する手引き（ガイ

＊性的少数者とは

  こころの性とからだの性が一致しない、あるいはこころの性がはっきりとしないトランスジェ

ンダーや、同性愛者、両性愛者など、性に関して少数派の人たちの総称。
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ドライン）である ISO26000 も発行されています。

こうした中、県は、関係機関との連携により、企業・団体等を対象としたセミナーなど

を実施し、人権が尊重される企業づくりに向けた取組を進めています。

＜課 題＞

企業等の中には、依然として、採用選考にあたっての就職差別事案やハラスメント、

長時間労働や急な雇い止めなどといった人権問題が生じています。

また、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」

（男女雇用機会均等法）や2019年（令和元年）に成立した「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律」により、雇用、職場における男

女の均等な取扱い、女性活躍の推進、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント

等防止対策の強化が求められています。

＜具体的方策＞

① 県は、長崎労働局などと連携して、企業・団体等の人事・労務の責任者や公正採

用選考人権啓発推進員等を対象に、様々な人権課題をテーマとした研修等を行

い、企業等内で効果的に人権教育・啓発活動に取り組める体制を推進します。

② 職場内研修のあり方や方法、講師紹介、研修教材等について適切な助言や情

報提供を行い、また、企業等への講師派遣などを通して、企業・団体の自主的な

研修等の取組を支援します。

③ 働きやすい職場環境づくりや男女の機会均等、女性の活躍などをめざすため、

労働セミナーの開催や「ながさき女性活躍推進会議」の取組などにより、経営者等

の意識改革や社会的な気運醸成
じょうせい

を促進します。

問 労働者に関することで、人権上、特に問題があると思うことはどれですか。

（回答は３つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

％

不当な解雇等

非正規・正規雇用者の待遇の差

サービス残業を強いられる

職場におけるハラスメント

育児・介護休暇が取りづらい

健康で文化的な生活が送れない

昇進等で能力以外の評価

心の病等の相談体制が不十分

定年退職後の雇用環境が不十分

その他

特にない

わからない

無効

無回答

44.8

33.7

30.3

24.2

22.0

20.6

17.2

16.2

14.8

0.6

5.3

5.0

1.3

2.5

0 10 20 30 40 50 60

(N = 1423)
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④ 経営者団体等に対して、その構成員に対する研修・啓発を積極的に推進するよ

う継続して要請します。

(4)総合的かつ効果的な人権教育・啓発に向けた取組

〈研修・啓発のねらい〉

① 人権の意味及び様々な人権問題の本質や実態等についての正しい理解や、無

意識のうちに他者の人権を侵害し、逆に侵害される立場に立つ可能性があること

の認識を促します。

② 個別の人権問題に応じた身近な課題を取り上げ、自らの課題として対応できるよ

うにめざします。

③ 差別による痛み、悲しみ、憤りなどを理解するため、差別を受けた人とのふれあい

や対話を通して、人の生き方や体験等を学び、知的理解を高めるとともに、感性に

訴えるようにします。

〈主な研修・啓発の手法〉

① 研修目的を明確にし、講義に加えて、ワーク･ショップなどの参加体験型学習やフ

ィルムフォーラム等の手法を取り入れます。

② 県民や人権に関わる教育関係者等がいつでも、どこでも人権について学ぶこと

ができるよう、対面による実施に加え、ＩＣＴを活用した研修も取り入れて行っていき

ます。

③ スポーツ組織等と連携して、多数の県民が集まる場や機会を活用した啓発を推

進していきます。

④ 県や市町の広報媒体、テレビ・ラジオ等のメディアやＳＮＳ等インターネットなどを

効果的に活用し、県民への啓発を図ります。

⑤ 啓発冊子、リーフレット等は、関係機関等への配布に加え、研修会や講座等にお

いて活用するなど、啓発活動に積極的に活用します。

＊公正採用選考人権啓発推進員とは

職業選択の自由、就職の機会均等の確保、雇用への促進を図る見地から、部落差

別（同和問題）をはじめとする人権問題について、正しく理解、認識し、本人の適性と能

力に応じた公正な採用選考を行うため、公正な採用選考システムの確立等について、

事業所内で中心的な役割を担う者で事業所が選任する。本県では、常時雇用する従業

員の 50 人以上の事業所等で選任することとなっている。

＊ハラスメントとは

嫌がらせ、いじめといった意味で、職場では、他の者を不快にさせる性的な言動であ

るセクシュアルハラスメントや職務上の地位や優位性を背景に精神的・身体的苦痛を与

えるパワーハラスメント、妊娠、出産等を理由に不利益な扱いをするマタニティハラスメン

トなどがある。
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⑥ 啓発ビデオなどの視聴覚教材や書籍の充実を図り、学校、職場、地域社会など

多様な人権研修等で活用されるよう、「長崎県人権教育啓発センター」のホームペ

ージを通して情報発信します。

2 特定職業従事者に対する人権研修の推進

国連の「人権教育のための世界計画」は、第４フェーズ行動計画（2020～2024 年（令

和 2～6 年））の過程にあります。

これまで、公務員や教職員、警察官、消防職員やメディア・報道関係者などの人権に関

わりの深い特定の職業に従事する者（特定職業従事者）への人権研修の推進が求められ

ておりましたが、第４フェーズにおいても、その強化が求められております。

(1)公務員に対する人権研修

公務員は、住民の基本的人権を保障する立場にあり、すべての人の人権を尊重し

た行政を推進する上で、豊かな人権感覚を持つことが求められます。

このため、公務員に必要な人権意識を身につける人権研修に努めるとともに、公権

力の行使や社会的に弱い立場にある人などに接する業務に携わる人などについて

は、部門ごとの人権研修を推進します。

なお、県職員に対しては計画的な人権研修を実施するとともに、市町に対しても人

権研修の充実を要請します。

(2)教職員に対する人権研修

子どもの人権が保障され、子ども自身が自らの人権意識を高めるためには、教職

員の継続的な研鑽
けんさん

が重要です。

そのために、自主的な人権研修の受講はもちろんのこと、初任者研修や経年研修

などにおいても、人権に関わる講話等を編成した研修を実施します。

(3)警察官に対する人権研修

人権を尊重した警察活動を徹底するため、警察学校や職場における人権研修を

計画的に実施します。

特に、犯罪被害者支援に関しては、警察職員が犯罪被害者の心理や特性を理解

＊ＩＣＴとは

「Information and Communication Technology」（インフォメーション・アンド・コミュニケーショ

ン・テクノロジー）の略で、「情報通信技術」のこと。
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し、その人権を最大に尊重した支援が行えるよう研修を推進します。

(4)消防職員に対する人権研修

地域住民の生命、身体、財産の安全を守る消防職員は、県民生活と密接に関わり、

十分な人権擁護の姿勢が求められることから、消防学校における人権研修を計画的

に実施するとともに、市町等に対しても人権研修の充実を要請します。

(5)医療関係者に対する人権研修

様々な患者と日々接する医療関係者が、患者等の人権を尊重することの重要性を

認識し、インフォームドコンセントの理念の理解や、患者等の立場に立った処遇など、

人権意識を一層向上させるよう医療機関及び医療関係者の養成機関に対し、人権

研修の推進と充実を要請します。

なお、精神科病院については、患者の人権を尊重した正しい処遇が施されるよう、

従事者に対する人権研修の徹底を要請します。

(6)福祉保健関係者に対する人権研修

高齢者、子ども、障害のある人などの人格尊重、個人の秘密保持、公平な処遇確

保等に関して、社会福祉関係者等に対する人権研修の充実を関係機関に要請する

とともに、福祉保健関係者を養成する機関における人権研修についての充実を働き

かけます。

(7)マスメディア関係者に対する人権研修

新聞、テレビをはじめとした多様な情報媒体は、人権問題に対し大きな影響力を持

つことから、マスメディア関係者へ自主的な人権研修の取組を要請します。

3 推進環境の整備

効果的な人権教育・啓発活動を実施するためには、実施主体の体制強化や推進環境

＊インフォームドコンセントとは

「十分な説明を受けた上での同意」

患者が医者から自己の状態や治療について十分な説明を受け、理解した上で同意し、

示された治療を選択するということ。

丁寧な説明を受け状況を理解したいと望む患者と、十分な説明を行い、患者の同意を得

ることが医療提供の重要な要素であるとの認識を持った医療従事者が協力し合う、信頼関

係に基づくより良い医療環境が目標とされる。
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の充実を図ることが必要です。

特に、各市町や学校、社会教育関係団体等の人権教育・啓発の実施主体が持ってい

る教育力を発揮しながら、互いに連携、協力することが何よりも重要です。

そのため、県は、各市町における人権施策推進への支援や、より効果的にするための

学習プログラム、教材の開発などに取り組みます。

さらに、育成した指導者や開発した学習プログラム・教材が十分活用されるためには、

これらの情報を提供、共有することが重要であり、そのため、「長崎県人権教育啓発セン

ター」を人権教育・啓発活動の拠点とし、一層の環境整備に努めます。

(1)ネットワークの構築

① 国、県、市町及び関係団体は、それぞれの推進体制の整備・強化充実を図り、

様々な人権問題の解決に向けた教育・啓発の取組及び各種相談対応等について、

相互の連携・協力をさらに進めます。

② 各市町の人権教育指導者と市町教育委員会の連携を基盤として、指導者の積極

的な活用を促進し、地域の実態に応じた人権教育の推進を図ります。

③ 県が登録している人権・同和教育指導者及び関係団体や機関で活動する指導者

等をネットワーク化し、講師としての活用や、指導者相互の情報交換と研鑽
けんさん

に努めま

す。

(2)人材の育成

互いに人権感覚を高め、様々な人権問題の解決を図るべく、学校教育、社会教育

等の学習の場において人権教育・啓発を推進するためには、

・ 各分野にわたる人権問題の教育・啓発を行う地域の指導者

・ 効果的な人権教育・啓発の企画立案者

・ 高い専門性を備えた指導者

などの育成が必要です。

①地域で活動する人材の育成

地域において人権教育・啓発活動を推進する人材（人権・同和教育指導者）

の養成に努めるとともに、その資質向上を図るための研修を実施します。

②高い専門性を備えた指導者の育成

①に加えて、様々な人権問題に対応した人権教育を推進するために、研修や参加

体験型学習を自ら企画・立案し、講師として実践する能力を有する専門性の高い指導

者の育成に継続して努めます。

また、市町、関係機関、団体等のネットワーク化により、育成された指導者の活動

の場を作り、活動及び協議を通して指導者の活動の活性化を図ります。
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(3)学習プログラムと教材の開発と活用

人権教育は、知識の習得にとどまらず、自ら課題解決に向けて行動することをねら

いとした学習計画が必要です。

併せて、学習者の年齢、ニーズ等を把握し、明確な目標を設定した上で、学習者

相互の意見交換を通した学習が求められます。

また、学習者が知識的側面、価値的・態度的側面、技能的側面から人権教育を習

得するためには、講義、フィルムフォーラム、参加体験型学習などを効果的に組み合

わせた学習プログラムと有用な教材が必要です。

そのため、これらに対応する学習プログラムと効果的な教材の開発に継続して取り

組むとともに、その開発にあたっては、県内の関係機関や大学などとも連携を図りな

がら進めていきます。

(4)情報提供システムの充実

生涯学習社会の中にあって、人権について、いつでも、どこでも気軽に学べるよう

にするため、講師及び啓発資料関係をはじめとする様々な情報の収集、提供に努め、

県民のニーズに応える情報提供システムの充実を図ります。

具体的には下記事項について取り組みます。

① 人権教育・啓発に有用な様々な情報を収集・集約し、併せて図書、ビデオ、教材

等の充実を図ります。

② 収集・集約した情報や図書、ビデオ、教材等については、「長崎県人権教育啓発

センター」のホームページ等を活用して広く周知を図ります。

③ 県、市町、関係団体などの取組については、マスメディア等を通じて積極的に情

報を発信し、広く県民へ周知します。

(5)市町の実態に応じた教育・啓発の推進

県内の各市町では、公民館講座やＰＴＡ活動、社会教育関係団体などの主催行

事の中に人権教育が組み込まれており、人権について直接・間接的に内容を盛り込

み、工夫して実践されています。

公民館講座における人権教育は、参加者の人権課題に対する考え方や、参加者

の年齢や学習のニーズ等を踏まえるなど、地域の実態に応じて実践することが必要

です。

①計画的な教育・啓発の推進

各市町において策定されている人権教育・啓発基本計画（指針）に基づいた人

権教育・啓発活動が推進されるよう、講師の派遣、学習資料の提供、研修会等の

企画立案などについて支援します。

②体系的・継続的な教育・啓発の推進
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知識習得を目的とした学習から人権感覚を高める学習までの一連の教育を進め

るために、体系的な学習プログラムを作成・提供することによって、継続した人権教

育を支援します。

③県と市町の連携強化による教育・啓発の推進

県と市町との連携を基盤として、講演会・研修会等の啓発事業を実施します。

また、市町が独自に実施する人権教育・啓発活動の企画・立案についても積極

的に支援します。

4 相談・支援体制の整備

(1)相談機能の整備・充実

① 様々な人権問題に対応し、解決を見出すために、長崎地方法務局等の専門的な

相談機関が整備されています。これらの各種人権問題に呼応する相談窓口のさら

なる周知を図ります。

②  「長崎県人権教育啓発センター」では、人権の研修・啓発等に関する相談をはじ

め、様々な人権に関する悩みなど、多岐にわたる相談窓口としての役割が求められ

ます。

そのため、他の専門的な相談機関で対応することが適切な事案も多くあることから、

他専門相談機関との連携強化を図るとともに、相談員の専門性向上のための研修

などに取り組みます。

  ③ 相談窓口の活用を進めるため、県の相談機関において、相談しやすい環境づくり

に努めていきます。

(2)教育・研修や交流・連携活動等の支援

「長崎県人権教育啓発センター」においては、人権教育・啓発に取り組むＮＰＯ、

研究機関、民間団体などの活動や交流の場を創出し、県民が気軽に集い、利用でき

る環境整備に努めます。
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第Ⅴ章 重要課題別の施策の推進  

１ 女性の人権

(1)取組の経過

国連は、1975 年（昭和 50 年）を「国際婦人年」と定め、これを機に、1979 年（昭和 54

年）に「女子差別撤廃条約」、1999年（平成11年）に「女子に対するあらゆる形態の差別

の撤廃に関する条約の選択議定書」を採択し、2011 年(平成 23 年）には、「ジェンダー

平等と女性のエンパワーメントのための国連機関」を設置するなど、性別による差別の

撤廃に向けた様々な取組を行ってきました。

国は、このような国連の動きに呼応して、1977 年（昭和 52 年）に、以降 10 年間の課題

と施策の方向性を示した「国内行動計画」を策定、1999 年（平成 11 年）には「男女共同

参画社会基本法」を制定し、男女共同参画社会の実現は、21 世紀のわが国の最重要

課題であることを明記するとともに、男女共同参画社会の形成に向けた基本理念や方

向性を示しました。その翌年に最初の「男女共同参画基本計画」を策定して以来、2020

年（令和 2 年）には、第５次の基本計画を策定しています。

また、雇用分野では、「女子差別撤廃条約」の批准を機に、1985 年（昭和 60 年）に

「労働基準法」が改正され、同年に「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇

の確保等に関する法律」（男女雇用機会均等法）が公布されました。2015 年（平成 27

年）には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）が

公布され、女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会の実現を図る

こととされています。

2000 年（平成 12 年）に「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（ストーカー規制

法）が、2001 年（平成 13 年）に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す

る法律」（以下「ＤＶ防止法」）がそれぞれ制定され、その後、2007年（平成19年）の「ＤＶ

防止法」の改正により、保護命令制度の拡充、市町による基本計画の制定及びＤＶ相

談支援センターの設置が努力義務化されました。さらに、2014 年（平成 26 年）の改正で

は、生活の本拠を共にする交際相手（婚姻関係における共同生活を営んでいない者を

除く。）からの暴力についても、この法律を準用することとされました。

被害者の尊厳を著しく踏みにじる性犯罪・性暴力については、2020 年（令和 2 年）に

「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」が示され、2020 年度（令和 2 年度）から 2022 年度

（令和 4 年度）までの 3 年間を、性犯罪・性暴力対策の「集中強化期間」として、刑事法

の在り方の検討はもとより、被害者支援の充実、加害者対策、教育・啓発の強化に取り

組むこととされました。

県は、女性関係施策の指針として、1980 年（昭和 55 年）に「いきがいを育てる長崎県

の婦人対策」、1990 年（平成 2 年）に「2001 ながさき女性プラン」を策定しました。
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その後、「男女共同参画社会基本法」の制定を受け、男女共同参画推進の指針とし

て、2000 年（平成 12 年）に「長崎県男女共同参画計画」を策定し、2002 年（平成 14 年）

には「長崎県男女共同参画推進条例」を制定しました。

また、「男女共同参画社会基本法」及びこの条例の趣旨や理念等を踏まえ、2003 年

（平成 15 年）に「長崎県男女共同参画基本計画」を策定、その後数度の改訂を経て、

2021 年（令和 3 年）に「第４次長崎県男女共同参画基本計画～ながさき“輝き”プラン

2025～」を策定し、本県における男女共同参画社会づくりに向けた取組の実効性をより

高めるとともに、女性が能力を十分に発揮できる社会づくりを一層進めることとしていま

す。

ＤＶ防止については、2006 年（平成 18 年）に「長崎県ＤＶ対策基本計画」を策定し、

その後数度の改訂を経た 2021 年（令和 3 年）の「第５次長崎県ＤＶ対策基本計画」に基

づき、暴力のない社会の実現と被害者の立場に立った相談から自立までの切れ目のな

い支援をめざしているところです。

また、性暴力被害者の心身の負担軽減及び健康の早期回復並びに被害の潜在化

防止を目的とし、電話・面接相談、医療、法律相談、カウンセリング、付添い等の必要な

支援を関係機関・団体と連携・協力して実施するために、2016 年（平成 28 年）に「性暴

力被害者支援『サポートながさき』」を開設し、支援を行っています。

(2)現状と課題

県が2019年度（令和元年）に実施した「男女共同参画社会に向けての県民意識調

査」では、社会全体における男女平等について「男性が優遇されている」と感じている

人の割合は 69.9％で、2014 年（平成 26 年）調査での 70.1％から微減しているものの、

依然として高い水準で推移しています。また、男女共同参画の最重要課題として、

「偏見、固定的な社会通念、慣習、しきたりの改善」を挙げた人が 66.3％と最も多くな

っています。

人口減少に伴う生産年齢人口の減少、人々の価値観の多様化など、社会状況が

変化する中、男女共同参画の重要性が高まっており、こうした認識をあらゆる分野の

人々が共有していくため、男女の平等や固定的な社会通念等の改善に向けた啓発

活動の一層の充実強化が求められています。

また、県の審議会等委員への女性の登用率は 37.3％（2020 年 令和 2 年 4 月）と

年々向上しているものの十分とは言えない状況であり、県職員（知事部局）における

＊ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）とは

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」では、「配偶者」には、婚姻

の届出をしていない「事実婚」及び「元配偶者」（離婚前に暴力を受け、離婚後も引き続き暴力

を受ける場合）を含む。「暴力」は、身体に対する暴力又はこれに準ずる心身に有害な影響を

及ぼす言動（精神的暴力・性的暴力等）を指す。本計画の中の「配偶者からの暴力」は、法律

上の定義に加え、恋人等における様々な暴力のことも含む。
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管理職（課長級以上）に占める女性の割合は 13.4％（2020 年 令和 2 年 4 月）にとど

まっています。民間においても、係長級以上に占める女性の割合は 30.6％（2020 年

令和 2 年 6 月）と少ない状況です。こうした状況を踏まえ、女性の能力向上と人材確

保を図るとともに、組織トップや社会全体の意識改革、市町や団体等への働きかけな

どにより、政策・方針決定過程への女性の参画をさらに拡大していく必要があります。

働く場においては、働きたい人が性別に関わりなく、その能力を十分に発揮できるよう

にすることは、本県の持続可能な発展や企業の活性化という点からも極めて重要な意

義を持っています。働きやすい職場環境づくりと女性の就業支援について、社会全体と

して一体的に取り組むことが求められています。

暴力は、誰に対しても決して許されるものではありません。特に、女性に対する暴力

は、女性に恐怖と不安を与え、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害ですが、潜在化

したり、個人的問題として矮小
わいしょう

化されたりする傾向にあります。

ＤＶに対しては、長崎及び佐世保こども・女性・障害者支援センターに配偶者暴力相

談支援センターの機能が整備され、ＤＶ被害者の県営住宅への優先入居制度が創設

されるなど、被害者の保護や相談・支援の体制は整備されつつありますが、両センター

での相談件数は、2019 年度（令和元年度）で 3,418 件、うち DV 相談が 2,277 件にのぼ

るなど増加傾向にあり、暴力によって人権を侵害する事例は後を絶たない現実がありま

す。社会全体で DV は誰もが受けてはならない暴力であるという、被害についての認識

をさらに高めていくこと、及び対等な人間関係について学ぶ予防教育のさらなる充実に

より、暴力を未然に防ぐことが必要です。

性暴力に関しては、「性暴力被害者支援『サポートながさき』」における相談件数が

2020 年度（令和 2 年度）で 478 件となり、年々増加傾向にあります。被害者の年齢別で

は 20 代以下が約半数を占めており、若年層が相談しやすい環境整備や啓発が必要で

す。

なお、県が 2020 年（令和 2 年）に実施した「人権に関する県民意識調査」では、女性

の人権上問題があることとして、「職場における差別待遇」が 46.2％と最も高く、次いで

「配偶者や交際相手からの暴力」（44.4％）、「固定的な役割分担意識の押し付け」

（38.2％）となっています。
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【令和元年度実施「男女共同参画社会に向けての県民意識調査」】

●国・県の審議会等における女性委員の割合    
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問 女性に関することで、人権上、特に問題があると思うことはどれですか。

（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

％

職場における差別待遇

配偶者や交際相手からの暴力

固定的な役割分担意識の押し付け

性的な嫌がらせ

性的暴力やストーカー行為

政策決定に十分に参画できていない

アダルトビデオ等への出演強要

職場における特定の服装の強要

女性だけに用いられる言葉の使用

その他

特にない

わからない

無効

無回答
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（3）具体的施策の方向

2021 年（令和 3 年）に策定した「第４次長崎県男女共同参画基本計画～ながさき

“輝き”プラン 2025～」に基づき、男女共同参画社会づくり及び女性の活躍推進につ

いて、特に女性の人権が尊重される社会づくりの視点から、以下の取組を推進しま

す。

なお、ＤＶについては、2021 年（令和 3 年）に策定した｢第５次長崎県ＤＶ対策基本計

画｣に基づき、ＤＶの防止と被害者の保護を図るため、各種の施策を推進します。

①男女共同参画社会の実現に向けた啓発・普及の推進

多様な媒体・機会を活用した啓発活動、講座や研修会等の開催、ホームペー

ジ・ライブラリー等による情報提供などを行うとともに、長崎県男女共同参画推進員

や市町等との連携による啓発を行います。

②政策・方針決定過程への女性の参画拡大

ア 県や市町の審議会等の委員への女性の参画を促進します。

イ 県における管理職等への女性の登用を推進します。

ウ 「ながさき女性活躍推進会議」による企業等への働きかけ、女性人材の育成やネ

ットワークづくり等により、各分野における女性の参画を促進します。

③雇用における女性の人権尊重

ア 男女雇用機会均等法と女性活躍推進法の普及促進を図るとともに、労働相

談や企業への働きかけなどを行い、女性の雇用環境の整備に向けた取組を推

進します。

イ セクシュアルハラスメント、マタニティ及びパタニティハラスメント、パワーハラス

メント防止のための雇用管理上必要な措置が盛り込まれた男女雇用機会均等

法、育児・介護休業法、労働施策総合推進法及び同法に基づく指針等の周知、

個別事案への相談・助言などにより、各種ハラスメントの防止対策を推進します。

④女性等に対するあらゆる暴力の根絶

女性等に対する暴力を防ぐ環境づくりのため、関係法令の厳正な運用や相談窓口

の周知、意識啓発などを図ります。

また、配偶者等からの暴力（DV・デート DV）、性犯罪・性暴力、ストーカー行為な

どあらゆる暴力に対し、防止のための啓発、被害者支援、防犯対策などを推進しま

す。

＊マタニティ及びパタニティハラスメントとは

職場において行われる上司・同僚からの言動（妊娠・出産したこと、育児休業、介護休

業等の利用に関する言動）により、妊娠・出産した女性労働者や育児休業、介護休業等

を申出・取得した男女労働者の就業環境が害されること。
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2 子どもの人権

（1）取組の経過

国連は、1959 年（昭和 34 年）に「児童の権利に関する宣言」を採択し、その後、

1979 年（昭和 54 年）を「国際児童年」と定め、そして 1989 年（平成元年）には、子ども

を権利行使の主体と明確に位置づけた「児童の権利に関する条約」を採択しました。

さらに、2000 年（平成 12 年）5 月には、「児童の売買、児童買春及び児童ポルノに

関する児童の権利に関する条約の選択議定書」を採択するなど、子どもの権利擁護

についての取組を進めてきました。

わが国では、1947 年（昭和 22 年）に「児童福祉法」が、また、1951 年（昭和 26 年）に

「児童憲章」が制定され、国民は子どもを心身ともに健全に育成する義務があることが明

記されるとともに、子どもの立場からその権利を確認するなど、子どもの福祉を増進し、

健全な育成を図るための各種の施策が進められました。

その後、1994年（平成6年）には「児童の権利に関する条約」が批准され、1999年（平

成 11 年）に「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法

律」（児童買春・児童ポルノ禁止法）が、また、翌年に「児童虐待の防止等に関する法

律」（以下「児童虐待防止法」）が制定されるなど、子どもの人権を保護し擁護するため

の環境の整備が進められました。

また、2003 年（平成 15 年）に「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引す

る行為の規制等に関する法律」（出会い系サイト規制法）が、2008 年（平成 20 年）に「青

少年が安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（青少年インタ

ーネット環境整備法）が制定され、インターネットを悪用した青少年への人権侵害対応

のための法整備も進められてきました。

教育においては、「個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を期す

る」との教育基本法の目的を踏まえ、2002 年（平成 14 年）には、文部科学省の主要施

策として、「新子どもプラン」が策定されました。

さらに、2013 年（平成 25 年）には、子どもの将来がその生まれ育った環境によって

左右されることのないよう、子どもの貧困対策を総合的に推進するための「子どもの貧

困対策の推進に関する法律」と、子どものいじめ防止等のための対策を推進するた

め「いじめ防止対策推進法」が制定されました。

また、2016 年（平成 28 年）には、不登校児童生徒が学業の遅れや進路選択上の不

利益を被ることがないよう「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会

の確保等に関する法律」が制定され、教育の機会の確保と社会的自立をめざした取組

が進められています。

県は、1997 年（平成 9 年）に策定の「ながさきエンゼルプラン」、これを引き継ぐ 2005

年（平成 17 年）策定の「ながさきこども未来 21」などに基づき、子どもが健やかに生まれ
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育つための環境づくりを総合的・計画的に推進するとともに、児童虐待等に対する相談

体制や地域における虐待防止ネットワークの整備などを進めてきました。

2001 年（平成 13 年）からは、大人社会を見直し、家庭や地域社会、行政等が協働し

て子どもの健全な育成を図る「ココロねっこ運動」を始めるとともに、2005 年（平成 17 年）

には「長崎っ子を育む県民会議」を設け、翌年、「ココロねっこ運動」の重点施策となる

「長崎っ子を育む行動指針」を策定するなど、地域に根ざした県民運動として、安全・安

心な子育ての環境づくりをめざした取組を始めました。

2007年度（平成19年度）には、県内の全市町において、関係機関が連携して効果的

な支援を行う「要保護児童対策地域協議会」が設置され、その活性化を図るため、こど

も・女性・障害者支援センター（児童相談所）の相談支援体制を強化し、市町に対して

積極的な支援をしてきました。

2008 年（平成 20 年）には、子どもや子育ての支援について基本的な考え方を定め、

県・市町等の役割や県の施策の基本となる事項等を明確にした「長崎県子育て条例」を

制定し、同条例がめざす、県民総ぐるみで、長崎県の次代を担う子どもが夢と希望を持

って健やかに成長できる環境を整備し、安心して子どもを生み育てることができる社会

の実現のため、2010 年（平成 22 年）に、「ながさきこども未来２１」の後期計画として「長

崎県子育て条例行動計画（平成 22 年度～26 年度）」を策定しました。その後、5 年ごと

に改定を行い、2020 年（令和 2 年）には、「長崎県子育て条例行動計画（令和 2 年度～

6 年度）」を策定しました。

さらに、2016年（平成28年）には、「長崎県子育て条例行動計画」の個別計画の性

格も持つ「長崎県子どもの貧困対策推進方針」を策定し、その後、2020年（令和2年）

に、国の法改正や新大綱等の内容を踏まえ、「長崎県子どもの貧困対策推進計画」

へと改定し、子どもたちの現在及び将来が、その生まれ育った環境によって左右され

ることのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、子どもの貧困対

策を総合的に推進しています。

(2)現状と課題

児童虐待については、全国的に児童相談所における相談対応件数が増加する中、

虐待による死亡事例も発生するなど大きな社会問題となっています。

また、児童虐待は、子どもの健全な成長、発達を阻害し、子どもの心身に長期にわた

り深刻な影響を与えることになるため、早期発見が重要であるとともに、社会全体で取り

組んでいく必要があります。

県内のこども・女性・障害者支援センター（児童相談所）における児童虐待相談対応

件数は、2000 年（平成 12 年）に「児童虐待防止法」が施行されたことに伴い、急激に増

加しましたが、2005 年度（平成 17 年度）から市町が児童家庭相談の窓口となり、相談先

が増えたことで減少傾向が見られました。その後は増減があるものの、市町と合わせた
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相談対応件数は増加傾向にあります。

近年は、家庭の子育ての機能、地域の教育力の低下が見られ、子どもの感情表現や

自尊感情の低下、「いのち」に対する認識の希薄化につながっています。

ことに、インターネットなどによるゲームサイトやＳＮＳ等の「非出会い系サイト」等を通

じて、性的犯罪に巻き込まれる事件が増加しているといった憂慮すべき状況もあります。

また、国の調査によると、2018 年（平成 30 年）の「子どもの貧困率」は 13.5％と、約 7

人に1人の子どもが相対的貧困の状態となっております。一方で、本県が2018年（平成

30 年）に実施した「長崎県子どもの生活に関する実態調査」では、本県の貧困率は

11.2％となっており、全国的な傾向と同様に子どもの貧困問題が深刻化しており、これ

まで以上に、その対策が求められています。（※本県の実態調査については、全国とは

調査対象、世帯所得の把握の方法等が異なるため、正確な比較はできません。）

子どもたちは未来を担う大切な宝です。少子化が進む中、安心して子どもを生み、育

てられるよう次世代育成支援の取組を積極的に推進することが求められています。

家庭や学校、地域社会が十分な連携を図りながら、それぞれの役割を果たすことによ

り、子どもたちに自分や自分以外の人を大切にできる心を育てつつ、豊かな人間性、正

義感や公正さを重んじる心、すべての人の命を大切にできる人権尊重の気持ちを育ん

でいくことが必要です。

2020 年（令和 2 年）に実施の「人権に関する県民意識調査」では、子どもに関する人

権上の問題として、「子どもに対する暴力や虐待」（65.6％）と最も高く、次いで「子ども同

士のいじめ」（34.4％）、「インターネット等での書き込み」（33.5％）が高い割合を占め、こ

れらが、子どもの人権を侵害し、心身に大きな影響を及ぼす深刻な問題としてとらえら

れていることが分かります。

棒グラフ：県内の児童相談所の虐待相談対応件数

折れ線グラフ：市町を含めた県内の虐待相談対応件数

年度

件
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(3)具体的施策の方向

「長崎県子育て条例行動計画」に基づき、子どもが夢と希望を持って健やかに成長で

きる環境を整備し、安心して子どもを生み育てることができる社会の実現をめざすととも

に、子どもの人権を守り、育てるために、以下の取組を推進します。

①子どもの意見表明・参加が尊重される社会づくりの推進

「児童の権利に関する条約」の基本精神を尊重し、子どもを「保護の対象」だけでな

く「権利の主体」として位置づけて、子どもの年齢や成長の度合いに応じて子どもの

意見を聞く姿勢を大切にするため、「子どもの意見（人権）を尊重する社会づくり」をめ

ざして、各種の啓発活動を進めます。

②地域全体で取り組む子育ての支援と支援サービスの充実

学校・家庭・地域が連携・協働する体制の整備、子育てをする保護者同士のネット

ワークづくりや経験豊富な高齢者による子育て支援など、地域全体で子どもを育むし

くみづくりを進めます。

また、多様なニーズに応じた保育所、放課後児童クラブや地域子育て支援拠点な

どの設置を進めます。

問 子どもに関することで、人権上特に問題があると思うことはどれですか。

（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

全国の貧困率の年次推移（令和元年国民生活基礎調査より抜粋）  （参考：本県の状況）

平成 平成 平成 平成 平成 平成

18 21 24 27 30 30

％ ％ ％ ％ ％ ％

子どもの貧困率 14.2 15.7 16.3 13.9 13.5 11.2
注） 貧困率は、ＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。

年
項目

％

子どもに対する暴力や虐待

子ども同士のいじめ

インターネット等での書き込み

いじめを見て見ぬふり

貧困による格差

学力による評価が優先

大人の一方的な考えの押し付け

児童買春、児童ポルノ

暴力や性描写など有害な情報が氾濫

その他

特にない

わからない

無効

無回答

65.6

34.4

33.5

28.5

27.3

26.8

17.6

12.6

11.1

0.5

1.8

2.0

4.1

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(N = 1423)
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③子どもの健やかな成長のための教育環境の整備        

ア 「確かな学力」を身につけ向上させるための取組や様々な体験活動の機会の提

供等を通じて、「豊かな心やたくましさ」を育てるための取組を推進します。

イ 家庭や地域の教育力・養育力を高めるために、家庭教育への支援や自然環境

を生かした体験学習の充実、世代間交流の推進などを図ります。   

ウ いじめや虐待、暴力、買春等不当な取扱いから子どもを守るための啓発活動を

推進するとともに、「長崎県少年保護育成条例」に基づき、子どもを取りまく有害な

社会環境の浄化を進めます。

エ インターネット上の有害情報から子どもを守るため、子どもが使用する携帯電話等

のフィルタリング及びペアレンタルコントロールの普及促進を図ります。

オ 情報化の進展やＳＮＳの普及など、コミュニケーション環境の急激な変化の中で

子どもたちの健全育成を図るため、学校において情報モラル教育の教材である「Ｓ

ＮＳノート・ながさき」を活用した教育を推進します。

④支援が必要な子どものための教育相談体制の整備

    いじめ、暴力、児童虐待など子どもが抱える心の問題に対応するためにスクールカ

ウンセラーを配置するとともに、家庭等環境に対して関係機関と連携するためにスク

ールソーシャルワーカーの配置を行い、学校、保護者、行政機関、医療機関、各種

団体等と協働しながら地域全体での支援を推進します。

⑤子どもの貧困対策の推進

いわゆる貧困の世代間連鎖を断ち切るための子どもに対する「教育の支援」をは

じめ、世帯が自立して生活を営んでいけるよう「生活の安定に資するための支援」、

「保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援」、「経済的支

援」の4つを重点として、子どもの居場所づくりなどの子どもへの直接的な支援や保

護者への相談支援の充実など、子どもの貧困対策に総合的に取り組みます。
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＊フィルタリングとは

   インターネットのページを一定基準により、子ども向けの健全なサイトなど「表示してよいも

の」と、出会い系サイトやアダルトサイトなど「表示禁止のもの」等に分ける機能。

＊ペアレンタルコントロールとは

  子どもが利用できるコンテンツや利用時間を保護者が管理･制限する機能。

＊スクールカウンセラーとは

   いじめや不登校など、様々な悩みを持つ児童生徒の心の問題に対応するために、学校に

配置される臨床心理士等の資格を有する専門家。

＊スクールソーシャルワーカーとは

    教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識・技術を有する者で、児童生

徒の生活環境上の問題に対して、福祉機関等と連携し、福祉的なアプローチにより課題解決

を支援する専門家。

＊情報モラルとは

  情報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度。情報モラル教育は、道徳を中

心とする「日常的なモラル指導」と「ネットの特性の理解」の二つの側面がある。
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3 高齢者の人権

（1）取組の経過

国連は、1982 年（昭和 57 年）に、各国における高齢者対策の指針となる「高齢者問

題国際行動計画」を採択し、高齢者の問題を単なる保護やケアの提供という問題から、

社会への関与と参加の問題に視点を移し、そのような視点からの政策の推進を求めま

した。

さらに、1991 年（平成 3 年）には、「自立・参加・ケア・自己実現・尊厳」の 5 原則を示し

た「高齢者のための国連原則」を定め、これを各国の政策等に反映していくために、

1999 年（平成 11 年）を「国際高齢者年」として定めるなど、様々な取組を進めてきまし

た。

国は、世界に例をみない高齢化の急速な進展を受けて、1989 年（平成元年）に「高

齢者保健福祉推進 10 ヵ年戦略」（ゴールドプラン）、1994 年（平成 6 年）には、ゴールド

プランを見直した「新高齢者保健福祉推進 10 ヵ年戦略」（新ゴールドプラン）を策定しま

した。

また、1995 年（平成 7 年）には「高齢社会対策基本法」が制定され、高齢者の様々な

社会活動への参加機会の確保や、高齢者が社会を構成する重要な一員として尊重さ

れ、健やかで充実した生活を営むことができる社会の構築が必要であることが示されま

した。

2000 年（平成 12 年）には、これまで主に家族が担ってきた寝たきりや認知症など高齢

者の介護について、社会保険の仕組みによって社会全体で支える介護保険制度が導

入され、2005 年（平成 17 年）の介護保険法改正に伴い、公的な相談機関である「地域

包括支援センター」が市町ごとに設置されました。

また、高齢者の尊厳の保持にとって高齢者虐待を防止することが重要であることから、

2006 年（平成 18 年）には、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律」（高齢者虐待防止法）が施行され、高齢者権利擁護相談窓口の設置などが

推進されてきました。

さらに、2014年（平成26年）には、「地域における医療及び介護の総合的な確保の促

進に関する法律」（医療介護総合確保推進法）が施行され、効率的で質の高い医療提

供体制が構築されるとともに、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるこ

とができるよう、地域包括ケアシステムの構築を通じ、地域における医療・介護の総合的

な確保が推進されていくこととなりました。

また、民法の改正により、2000年（平成12年）には「成年後見制度」が創設され、本県

においても成年後見制度の周知、市町申し立てや申し立てにかかる支援を行うほか、

社会福祉協議会では日常生活自立支援事業、地域包括支援センターでは総合相談

業務が実施されています。
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県は、1990 年（平成 2 年）に高齢者に関する各種施策を総合的に推進するための指

針として「長崎県長寿社会対策大綱」を策定し、これに基づき翌年からの 10 カ年の取組

を定めた「長崎県長寿社会対策推進長期計画プラン 2000」を策定しました。

2003 年（平成 15 年）には、それまで計画として定めていた「長崎県老人保健福祉計

画」、「長崎県介護保険事業支援計画」を見直し、新たな高齢社会対策の指針として、

「長崎県老人保健福祉計画・長崎県介護保険事業支援計画」を策定しました。その後、

3 年ごとに評価・分析を行い、2021 年（令和 3 年）には、第８期の同計画を策定していま

す。

その間、1997 年（平成 9 年）には、「福祉のまちづくり条例」を定め、高齢者等が安心

して暮らすことのできるバリアフリーの取組などを進めました。

(2)現状と課題

本県では、全国平均に比較して高齢化が進んでおり、高齢化率は、2015 年（平成 27

年）において全国が 26.6％、長崎県は 29.6％となっています。

一般世帯に占める高齢者のいる世帯の比率は、2015 年（平成 27 年）には 40.3％（国

勢調査による）、また、一般世帯の約 4 世帯に 1 世帯が高齢者単身や高齢夫婦のみの

世帯となっています。そして、2025 年（令和 7 年）には 65 歳以上の約 5 人に 1 人が認

知症になると見込まれており、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるように、

地域の住民が普段の生活の中で見守りが必要な高齢者等を見守るしくみが求められて

います。

近年、高齢者等に対する人間としての尊厳やプライバシーが無視された処遇、身体

の拘束、財産管理や遺産相続に絡んだトラブルや悪質商法による被害などの問題が生

じています。また、虐待などの人権侵害も生じており、高齢者の人間としての尊厳の確

保やプライバシーの保護を図るための各種の対策を充実していくことが求められていま

す。

2020年（令和2年）実施の「人権に関する県民意識調査」では、高齢者の人権上の問

題として、「悪質商法等の被害が多い」が 40.6％と最も高く、次いで「認知症の理解や支

援が不十分」（31.4％）、「じゃま者扱い等」（26.1％）と続いています。

（単位：件）

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

通報件数 260 255 278 211 223

市町長が虐待と判
断した件数

189 150 182 144 134

通報件数 17 21 29 17 30

市町長が虐待と判
断した件数

7 17 15 6 5

（県調査）

高齢者虐待に関する件数（長崎県）

養護者による虐待

養介護施設従事者等に
よる虐待
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(3)具体的施策の方向

「長崎県老人福祉計画・長崎県介護保険事業支援計画」に基づき、基本理念である

「地域のみんなが支え合い、高齢者がいきいきと輝く長崎県づくり」に則って、政策目標

「地域包括ケアシステムの深化」をめざし、以下の取組を推進します。

①社会参加の促進

   ア 「65 歳までの雇用機会の確保」や「70 歳まで働ける企業の実現」に向けた普

及・啓発、シルバー人材センターへの支援・指導、農業分野での労力支援など、

高齢者の働く場や機会の創出・拡大を進めます。

   イ NPO・ボランティア活動、共助の精神に基づく交流や安否確認等を行う老人ク

問 高齢者に関することで、人権上、特に問題があると思うことはどれで

すか。（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】
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ラブ活動などへの参加促進を通じて、地域で高齢者が活躍できるよう高齢者各々の

知識・経験・技能を生かした社会参画への支援を進めます。

②介護予防・健康づくりの推進

     高齢者自らが生きがいを高め健康づくりへ取り組めるよう、ながさき県民大学の充

実、長崎県ねんりんピックの開催など、高齢者の文化活動やスポーツ活動への支援

を進めます。

③認知症施策の推進

ア 認知症になっても尊厳と希望を持って住み慣れた地域で暮らし続けることができ

る社会を実現するため、市町職員や医療・介護従事者の認知症対応力の更なる

向上を図り、地域での暮らしの応援者である認知症サポーターの養成や認知症

の人や家族の生活支援を行うチームオレンジの整備など、医療・介護・地域支援

体制の強化を進めます。

イ 人格形成の重要な時期である子ども・学生の認知症に関する理解促進に向け

て、学校教育における認知症サポーターの養成を引き続き推進します。

④地域包括ケアシステムの構築・充実

ア 高齢単身世帯や高齢者のみの世帯、認知症など支援を要する高齢者を地域

全体で見守るための多重的なネットワークの充実を図り、市町の圏域を越えても

対応できる見守りネットワークづくりを進めます。

イ 高齢者の消費者トラブルの防止と救済のため、県や市町の消費生活センター

等での相談体制の充実を図るとともに、悪質商法や特殊詐欺に関する情報提供、

注意喚起、相談窓口の周知などの広報啓発に努め、また、消費者トラブルに関す

る講座開催や講師派遣を行います。

ウ 「福祉のまちづくり条例」や「長崎県ユニバーサルデザイン推進基本指針」に基

づき、高齢者が自由に行動・活動し、生活を送ることのできる環境づくりを推進し

ます。

エ 高齢者が、医療と介護のサービスを切れ目なく受けることができ、住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを続けられるよう、医療機関と介護関係機関の連携体制

づくりを進めます。

オ 地域包括支援センターでの総合相談や権利擁護、社会福祉協議会の日常生

活自立支援事業、市町の成年後見制度利用支援事業の支援、また、高齢者虐

待・身体拘束の防止など、高齢者の権利擁護の推進を図ります。

⑤介護人材の育成・確保

介護保険施設等における身体拘束廃止の取組を推進するとともに、介護に関わる

職員やホームヘルパー等の介護職員に対して、高齢者の人権に配慮した介護が行わ

れるよう各種研修等の取組を進めます。
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＊高齢化率とは、

総人口に対する６５歳以上人口の占める割合｡

＊地域包括ケアシステムとは

  高齢者がいくつになっても住み慣れた地域で暮らし続けていくことができるよう、一人ひとりの

健康の状況や生活の実態に応じて、必要なときに必要なサービスを受けられるよう、地域の中で

役割分担をしながらそのサービスを提供していくしくみのこと。

＊地域包括支援センターとは

  市町村等が設置主体となって、地域住民の保健医療の向上と福祉の増進を支援するため

に、介護サービスを含めた高齢者や家族に対する総合的な相談・支援や虐待の防止・早期発

見等の権利擁護事業の推進などを、地域で一体的に実施する拠点として設置されるセンター。

＊長崎県ねんりんピックとは

  ６０歳以上の方々を対象とした健康と福祉の祭典である全国健康福祉祭の長崎県大会のこ

と。

＊ユニバーサルデザインとは

「年齢、性別、能力、国籍などの違いにかかわらず、はじめから、すべての人にとって安全・安

心で利用しやすいように、建物、製品、サービスなどをデザインする」という考え方のこと。

＊成年後見制度とは

認知症・知的障害者・精神障害者などのうち、判断能力が不十分な成年者の財産や生命、そ

の権利などを保護し、支援する制度。
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4 障害のある人の人権

(1)取組の経過

国連は、1975 年（昭和 50 年）に「障害者の権利に関する宣言」を採択し、障害のある

人の人権保障の基準を示しました。

そして、1981 年（昭和 56 年）を、「完全参加と平等」を基本理念にした「国際障害者

年」と定め、予防・リハビリテーション・機会均等化の三つを柱にした「障害者に関する世

界行動計画」を策定し、1983 年（昭和 58 年）からの 10 年間を「国連障害者の 10 年」と

して定めました。

わが国では、1970 年（昭和45年）に「障害者基本法」が制定され、すべての障害者は

個人としての尊厳を有し、社会を構成する一員として、あらゆる分野の活動に参加する

機会を与えられることが定められました。

同年には、「リハビリテーション」と「ノーマライゼーション」を理念に、すべての人の参

加によるすべての人のための平等な社会づくりを推進することを定めた 10 年を期間とす

る「障害者対策に関する長期行動計画」が決定されました。

1995 年（平成 7 年）には、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」が定められ、

精神障害のある人の人権に配慮した医療の確保や地域での生活支援など、社会復帰

が促進されるとともに、福祉的視点を新たに加えた制度の改正等が進められました。

同年には、長期行動計画の重点施策実施計画として「障害者プラン」が定められ、障

害のある人に関する施策が総合的、計画的に推進されるとともに、2004 年（平成 16 年）

には「障害者基本法」の改正が行われ、障害を理由にした差別等の禁止や障害のある

人の自立、社会参加による福祉の増進について、国や地方公共団体などの責務が規

定されました。

2006年（平成18年）には、障害があっても地域で安心して暮らせる社会を構築するた

めに、就労支援の強化や地域移行の推進を図ることを目的として、「障害者自立支援

法」が全面的に施行され、また、障害のある人等が日常生活において利用する施設や

経路を一体的にとらえた総合的なバリアフリー化の推進等を図るため、「高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー新法）が施行されました。

2007 年（平成 19 年）には、従来の盲・聾・養護学校から特別支援学校に転換すること

などを内容とする「学校教育法等の一部を改正する法律」が施行され、2009 年（平成 21

年）には、中小企業における障害者雇用の一層の促進、短時間労働に対応した雇用率

制度の見直しなどを内容とする「改正障害者雇用促進法」が施行されました。

さらに、「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法の整備として、2011 年

（平成 23 年）に「障害者基本法」が改正、続く 2012 年（平成 24 年）に「障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律」、2013 年（平成 25 年）には「障害を

理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」）が制定され
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るなど、国内法の整備や制度の改革が行われたことから、2014年（平成26年）に条約が

締結されました。

県は、1995 年（平成 7 年）に「長崎県障害者福祉に関する新長期行動計画」を策定し、

その重点施策実施計画として、1997 年（平成 9 年）に「長崎県障害者プラン」を定めまし

た。

その後、「障害者基本法」や制度改革に基づき、2003 年（平成 15 年）には、これらを

引き継ぐ新たな指針となる「長崎県障害者基本計画」を策定、その後数度の改訂を経て

2018 年（平成 30 年）に「長崎県障害者基本計画（第４次）」を策定し、「誰もが相互に人

格と個性を尊重し支え合える共生社会の実現」という理念のもと、さらなる発展に向けて、

障害のある人「誰もが」地域で安心して「暮らし」「働ける」社会をつくることを重点的な施

策の目標とし、各施策の推進に積極的に取り組んでいます。

2005 年（平成 17 年）に策定した「長崎県ユニバーサルデザイン推進基本指針」に基

づき、建築物や歩道の段差の解消などの「物理的なバリアフリー」をはじめ、資格制度

等の機会の均等化などの「制度的なバリアフリー」、音声や電光掲示板による案内など

の「文化・情報のバリアフリー」など、すべての人が個性や特徴をお互いに尊重しつつ、

安心して、あらゆる分野に参画できる社会をめざした取組を進めています。

また、国に先がけて、2014 年（平成 26 年）に「障害のある人もない人も共に生きる平

和な長崎県づくり条例」（以下「長崎県障害者差別禁止条例」）を施行し、障害の有無に

関わらず、誰もがあらゆる社会活動に参加することのできる共生社会の実現をめざして、

障害のある人への差別の禁止及び障害のある人が、日常生活や社会生活を営む上で

制約となっている社会的障壁の解消に向けた取組を推進しています。

(2)現状と課題

障害のある人が地域で安心して暮らしていくためには、障害や障害のある人に関する

社会全体の理解を深めることが重要であり、障害の有無に関わらず、誰もが住み慣れた

地域で自立した生活を送り、共に地域を支え合い、豊かなふれあいを通じて、健やかに

安心して暮らし、社会を構成する一員として、あらゆる社会活動に参加することができる

「共生社会」の実現が求められます。

このため、「共生社会」の理念の普及を図るとともに、障害や障害のある人に関する理

解を促進し、併せて障害を理由とした差別がないよう、啓発・広報を行っていくことが必

要です。特に、精神障害や発達障害、高次脳機能障害については、障害があることが

外見から分かりづらいため、それらの障害に関する理解を深めるための啓発・広報を一

＊ノーマライゼーションとは

障害の有無に関わらず、誰もが当たり前に暮らせる社会こそがノーマルな社会であると

し、その実現に向けて様々な社会条件を整えていこうとする考え方のこと。
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層推進する必要があります。

また、自殺の背景には、うつ病をはじめとする様々な精神疾患が多いことから、精神

疾患の正しい知識の普及を行うとともに、様々な社会的要因があることを踏まえた総合

的な自殺対策が必要です。

さらに、障害のある人が地域で自立した日常生活や社会生活を営むため、ユニバー

サルデザインに配慮したバリアフリー化による生活環境の整備や就労の支援が求めら

れています。

障害のある人の中には、企業などで働く能力がありながら職につけない人や福祉施

設での作業などのために収入が極めて少ない人が多く、経済的に自立しているとは言

えない状況にあり、就労の場の拡大、職場定着、工賃増額の支援など、きめ細かな就

労支援を推進していく必要があります。

2020 年（令和 2 年）に県が実施した「人権に関する県民意識調査」では、障害のある

人に関する人権上の問題として、「地域社会における理解不足」が 47.8％と最も高く、

次いで「働ける場所や機会が少ない」（39.7％）、「就職や仕事の内容等で不当な扱い」

（25.5％）となっています。

   

＊高次脳機能障害とは

交通事故、脳の病気などにより、脳に何らかのダメージを受け、記憶力や注意力等に障

害が生じること。

（県調査）
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(3)具体的施策の方向

「長崎県障害者基本計画」や「長崎県ユニバーサルデザイン推進基本指針」を踏まえ、

障害の有無に関わらず、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う共生社会の実現を

めざすとともに、「障害者差別解消法」及び「長崎県障害者差別禁止条例」に基づき、障

害のある人への差別の禁止及び障害のある人が日常生活や社会生活を営む上で制約

となっている社会的障壁の解消に向けた取組を推進します。

①啓発・広報等の推進

ア 差別禁止のための理解促進

問 障害のある人に関することで、人権上、特に問題があると思うことは

どれですか。（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

（県調査）

（長崎労働局資料）

％

地域社会における理解不足

働ける場所や機会が少ない

就職や仕事の内容等で不当な扱い

一般社会や施設内でのいじめや虐待

物理的なバリアフリー化の遅れ

学校の受け入れ体制が不十分

給与など所得保障が不十分

文化・情報のバリアフリー化の遅れ

地域での福祉サービスが不十分

交際等を周囲から反対される

スポーツ活動等への参加が気軽にできない

地域社会の行事などから排除

その他

特にない

わからない

無効

無回答

47.8

39.7

25.5

24.0

16.9

13.8

13.6

11.9

10.0

7.2

5.3

4.9

0.8

3.4

6.5

1.5

2.0

0 10 20 30 40 50 60

(N = 1423)
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障害を理由とした差別がないよう、「障害者差別解消法」及び「長崎県障害者差

別禁止条例」の普及・啓発に取り組みます。

また、「長崎県精神保健福祉大会」等、各種イベントの開催や啓発・広報資料の

作成など、正しい知識の普及と理解を促すための啓発・広報を推進します。

イ 「共生社会」の理念の普及

「障害者週間」（12 月 3 日～9 日）における「障害者芸術祭」、イベント等の実施な

ど、障害者団体との連携した広報活動を展開し、「共生社会」の理念の普及を図り

ます。

ウ 障害のある人の就労に対する理解啓発の促進

「障害者雇用支援月間」（9 月）となる秋季にイベントを開催し、障害のある人の雇

用等に対する理解を促進するための取組を進めます。

エ 福祉教育等の推進

小・中学校及び高等学校の特別活動等において、障害や障害のある人に対す

る理解と認識を深めるための指導を行うとともに、特別支援学校と幼稚園、小・中学

校、高等学校等及び地域社会との交流を推進します。

また、学校への福祉読本等の配布などを進めます。

オ 住民相互の助け合いや交流を広げ、共に支え合う地域社会づくりを進めるため、

ＮＰＯ・ボランティア活動の推進、支援を進めます。

カ 自殺対策の推進

「長崎県自殺総合対策 5 カ年計画」に基づき、うつ病をはじめとする精神疾患に

対する正しい理解の促進等普及啓発の強化、相談支援体制及び関係機関等の連

携体制の強化に、官民一体となって取り組みます。

②障害を理由とする差別の解消の推進

ア 障害を理由とする差別に関する相談に対応するため、「長崎県障害者差別禁止

条例」に基づき、各市町に地域相談員、県庁に広域専門相談員を配置するととも

に、「障害のある人の相談に関する調整委員会」を設置し差別事案の解決を図りま

す。

イ 「長崎県障害者差別禁止条例」に基づき設置される「障害のある人もない人も共

に生きる平和な長崎県づくり推進会議」の運営を通じて、障害のある人に対する差

別事案の原因・背景となっている社会的障壁の排除に向けた取組や、条例の適切

な施行に努めます。

③建物や交通機関等及び文化・情報などのバリアフリー化の推進（物理的バリアフリー

及び文化・情報のバリアフリーの推進）

ア 「福祉のまちづくり条例」や「ユニバーサルデザイン推進基本指針」に基づき、障

害のある人の活動の場を広げ、自由な社会参加ができる社会にしていくために、住

宅や建築物、公共交通機関や歩行空間など、生活環境面でのバリアフリーを積極
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的に推進します。

イ コミュニケーションの方法に制約を受ける障害のある人が、安心して地域で生活

するための必要な情報を、円滑に取得・利用し、意思表示やコミュニケーションを行

うことができるように、情報提供の充実、コミュニケーション支援の充実等、情報アク

セシビリティの向上を図ります。

④就労支援等による自立支援の推進

ア 障害のある人が職業を通じて社会参加を行い、地域での生活を安定したものと

するために、事業主等の理解を促進するとともに、助成金等様々な支援施策の活

用により、法定雇用率の達成に向けた取組など、障害のある人の働く場の確保を

進めます。

イ 障害のある人の就労を通じた自立を促進するため、職業訓練、職業相談、職業

紹介等の就労支援の推進を図ります。

ウ 障害のある人が地域で自立し、生きがいのある安定した生活を送ることができる

よう、地域で障害のある人の就労を支援する関係機関の結びつきの充実や、企業

などへ就職するための支援、福祉施設で働く障害のある人の工賃を引き上げるた

めの支援や発達障害者及び高次脳機能障害者に対する支援など、各種の自立支

援策に取り組みます。

⑤特別支援教育等の推進

ア 発達障害を含む障害のある子ども一人ひとりの障害の状態やニーズに応じた教

育の充実に努めます。

イ 発達障害を含む障害のある子どもが、できる限り身近な地域で専門的な教育を

受けられるようにするとともに、障害のある子どもと障害のない子どもが共に学ぶイン

クルーシブ教育システムの構築に向け、すべての学校で特別支援教育の推進に努

めます。

ウ 学校教育と関係機関等が連携・協力し、乳幼児期から学校卒業後までの一貫し

た指導・支援の充実に努めます。

＊情報アクセシビリティとは

施設・設備、サービス、制度等の利用しやすさのこと。
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5 部落差別（同和問題）

(1)取組の経過

部落差別（同和問題）は、日本の歴史的過程の中で生み出され、現代社会に今もな

お姿を変えて存在する、わが国固有の人権問題です。

2001 年（平成 13 年）に開催された「人種主義、人種差別、外国人排斥及び関連のあ

る不寛容に反対する世界会議」では、わが国の部落差別やインドのカースト制度に基づ

く差別など、「門地に基づく差別」の問題が提起され、解決されなければならない課題と

して国連の場でも討議がなされました。

1965 年（昭和 40 年）に出された国の同和対策審議会の答申では、同和問題の早急

な解決は国の責務であり、国民的課題であることが明記され、この答申を受けて制定さ

れた 1969 年（昭和 44 年）の「同和対策事業特別措置法」以後、二度の新たな法律の制

定と三度の法改正を経て、33 年間にわたり、同和地区の住宅や道路など、生活環境の

改善をはじめとした関連施策が講じられました。

2000 年（平成 12 年）には、人権尊重社会の実現に向けて国や地方公共団体の責務

を定めた「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が制定され、2002 年（平成 14

年）には、「人権教育・啓発に関する基本計画」が策定されましたが、その中でも重要な

課題として位置づけられています。

そして、2016 年（平成 28 年）には、「部落差別の解消の推進に関する法律」（以下「部

落差別解消推進法」）が制定され、部落差別の存在を明記するとともに、国及び地方公

共団体の責務等が明らかにされました。

県は、1978 年（昭和 53 年）に「長崎県同和対策基本方針」を、1979 年（昭和 54 年）

には「長崎県同和対策長期計画」を策定し、国や市町村との連携を図りながら同和地区

の生活環境等の改善や啓発など、各種の施策を推進してきました。

1996年（平成5年）から「長崎県同和問題啓発強調月間」（2015年（平成27年）に「長

崎県人権・同和問題啓発強調月間」に改称）を定め、テレビや新聞等のメディアを活用

するとともに、各地区での講演会開催などにより集中的な啓発活動を進めてきました。

その後、1999 年（平成 11 年）策定の「『人権教育のための国連 10 年』長崎県行動計画」、

2006 年（平成 18 年）策定の「長崎県人権教育・啓発基本計画」の中で部落差別（同和

問題）を重要課題として位置づけ、各種講演会、研修会、イベント等により幅広い啓発

活動を進めています。

また、公務員や教職員等の特定職業従事者や企業等に対する研修などを継続して

実施しています。

1978年（昭和53 年）に「長崎県同和教育基本方針」を定め、今日に至るまで、就学保

障や進路保障、学力格差の是正など、学校における同和教育を推進するとともに、地

区別懇談会や研修会、中央研修会の開催や人権・同和教育指導者の養成など、地域
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社会における人権・同和教育の取組を推進してきました。

2009 年（平成 21 年）には、「長崎県同和教育基本方針」を「長崎県人権教育基本方

針」と改定し、同和問題を重要な人権問題の一つととらえつつ、これまでの同和教育に

よって積み上げてきた手法とその成果を踏まえて人権教育・啓発を推進しています。

(2)現状と課題

部落差別（同和問題）の解消をめざしたこれらの取組により、生活環境や生活実態は

概ね改善され、誤った偏見や予断などに基づく差別意識も解消に向けて進んでいるも

のの、結婚などに際しての差別意識や就職面接時における違反質問、学校における賤

称語発言なども生じています。

また、全国的にみると、近年は、インターネット上に被差別部落の名称、所在地等の

情報を掲載したり、特定の個人、集団、地域を誹謗中傷したりするなどの悪質なものが

多数発生しており、差別落書きなどの差別事象や同和問題の名を借りた図書販売等の

「えせ同和行為」も依然として存在しています。

一方、2020 年（令和 2 年）実施の「人権に関する県民意識調査」では、被差別部落

への差別意識の有無について「ある」とした人は、2015 年（平成 27 年）の前回調査時

の 42.5％から 40.3％と 2.2 ポイント減少しており、自分の子の結婚相手が被差別部落

の出身だった場合、「応援する」、「まかせる」とした人は、前回の 74.8％から 79.6％と

4.8 ポイント増加しているものの、「近い将来に差別意識をなくすことができると思いま

すか」との問いに、「なくすことができる」と答えた人は 19.7％と、前回から 8.8 ポイント

減少しています。

部落差別（同和問題）の早期解消をめざしたこれまでの取組や課題は、人権問題全

体への取組や共生社会の実現に向けた取組の基盤を形成するものであり、引き続き、

このような視点に立った人権教育・啓発活動の推進と充実を図っていくことが求められ

ています。

問 あなたが、部落差別（同和問題）について知っ

たきっかけは何ですか。

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

問 あなたは、被差別部落（同和地区）への差別意

識はまだあると思いますか。

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】
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(3)具体的施策の方向

2016 年（平成 28 年）に施行された「部落差別解消推進法」の趣旨を踏まえ、引き続き、

部落差別（同和問題）の解消を人権問題の重要な柱としてとらえ、県民や企業等に対す

る教育・啓発、学校や地域社会などにおける人権・同和教育を積極的に推進するため、

以下の取組を行います。

①部落差別（同和問題）の解消に対する正しい理解と認識を深めるための啓発等の推

進  

ア 部落差別（同和問題）をはじめとした人権問題に対する正しい理解と認識を深め、

差別のない人権尊重社会づくりを推進するために、「長崎県人権・同和問題啓発

強調月間」（11 月 11 日～12 月 10 日）や「人権週間」（12 月 4 日～10 日）を中心に、

講演会や啓発イベントの開催、ホームページやＳＮＳ、新聞・テレビ等メディア、電

車・バス広告などを通じて、広く県民を対象にした啓発活動を進めます。

イ 部落差別（同和問題）の解消に関する情報の収集・提供を進めるとともに、相談

対応の充実や学習、研修など人権教育・啓発活動の支援強化、部落差別実態調

査に努めます。

ウ 企業・団体等に対して、部落差別（同和問題）をはじめとした人権研修を積極的

に進め、人権尊重の精神に立った企業づくりを支援します。企業研修などの推進

にあたっては、公正採用選考人権啓発推進員制度を活用するなど、長崎労働局

や団体と連携した取組を進めます。

エ えせ同和行為の排除

部落差別（同和問題）の解消の大きな阻害要因となっているえせ同和行為に対

しては、長崎地方法務局が主宰する「長崎県えせ同和行為対策関係機関連絡会

議」と連携し、研修や啓発パンフレットなどにより、部落差別（同和問題）の解消に

問 それは近い将来なくすことができると思います

か。（前頁右側の問で、「まだある」または「どち

らかと言えば、ある」を選んだ人が回答）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

問 仮に、あなたにお子さんがいるとして、あなたの

お子さんの結婚しようとする相手が、被差別部落（同

和地区）の出身であることを知った場合、あなたは

どうしますか。

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】
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対する正しい理解の促進を図るとともに、えせ同和行為の排除に向けて啓発を進

めます。

②インターネット上の部落差別表現への対応

      インターネットによる部落差別や差別を助長する表現を防止するため、モニタリング

活動に取り組み、長崎地方法務局等と連携して適切な解決を図ります。

③学校や社会教育における人権・同和教育の推進

ア 学校における人権・同和教育の推進

自分の人権を守り、他者の人権を守ろうとする意識・意欲・態度を育成し、人権を

守るための実践行動につながることをめざし、人権・同和教育担当者を設置すると

ともに、校長を中心とした計画的な教職員研修の実施により、部落差別（同和問

題）をはじめとした人権問題に対する理解と児童生徒への指導力の向上に努めま

す。

また、民間教育団体との連携を図りながら、就学前・小・中・高等学校、特別支援

学校での教育活動全体を通して、効果的な人権・同和教育を進めます。

さらに、学校・家庭・地域が連携して子どもを育み、人権尊重の意識を家庭や地

域にも浸透させるよう努めます。

イ 社会教育における人権・同和教育の推進    

家庭・地域の教育力の重要性を認識し、学校や民間教育団体との連携を図りな

がら、各地域での研修会、フィールドワーク等を開催するほか、中央研修会や長崎

県人権教育研究大会など、様々な機会をとらえた教育・啓発活動を進めます。

また、人権・同和教育指導者養成講座等を開催し、地域社会において人権・同

和教育を推進する指導者の育成と資質の向上に努めます。           

  市町における取組の推進を図るため、部落差別（同和問題）をはじめとした人権

問題についての学習を各種学級や講座等に計画的に位置づけるよう働きかけると

ともに、人権・同和教育担当者等の研修会や教育資料、ビデオ等の提供など、人

権尊重のまちづくりのために必要な支援を行います。

＊フィールドワークとは

野外など現地での実態に即した研修
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６ 外国人の人権

(1)取組の経過

国連において、1965 年（昭和 40 年）に採択された「あらゆる形態の人種差別の撤廃

に関する国際条約」は、わが国でも 1995 年（平成 7 年）に批准され、国内においても人

種差別や外国人差別など、あらゆる差別の解消に向けた取組が進められてきました。

しかしながら、国内では、特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動、いわゆ

るヘイトスピーチが問題化していたことから、2016 年（平成 28 年）に「本邦外出身者に対

する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（以下「ヘイトスピー

チ解消法」）が施行され、国、地方公共団体において、外国人に対する偏見や差別の

解消をめざした取組が進められています。

また、国は、グローバル化の進展を背景に、昨今の外国人住民の増加・多国籍化、

在留資格「特定技能」の創設、多様性・包摂性のある社会実現の動き、デジタル化の進

展、気象災害の激甚化といった社会経済情勢の変化を踏まえ、2006 年（平成 18 年）に

策定した「地域における多文化共生推進プラン」を、2020 年（令和 2 年）に改訂し、多様

性と包摂性のある社会の実現に向けた施策を推進されています。

本県は、アジアに近い地理的特性を活かして、古くから中国大陸や朝鮮半島と交流

を重ねてきました。国内外から人が集い交流することによって栄えてきた歴史を踏まえ

て、中国、韓国、東南アジア、欧米諸国等との友好関係を促進し、これらの関係を基に

した観光、経済、文化など、様々な分野における交流を進めています。

また、外国人住民と日本人住民が互いに尊重し安心して暮らせる多文化共生社会

の実現のため、生活に必要な情報の提供・相談を多言語で一元的に受けることがで

きる相談窓口の運営や、災害時における多言語支援センターの設置・運営、地域住

民の多文化共生の意識啓発を図る国際理解講座・語学講座の開催などに取り組ん

でいます。

(2)現状と課題

社会や経済のグローバル化の進展や労働人口減少対策などを背景に、わが国で

生活する外国人の比率は年々増加し、これに伴い、外国人の人権に関わる様々な問

題が生じています。

全国的にみると、わが国の歴史的な経緯に由来する特定の民族等をめぐる問題をは

じめ、言語や宗教、生活習慣などの違いから、外国人に対する就労差別やアパート等

への入居拒否、飲食店等への入店拒否、公衆浴場での入浴拒否などの問題が生じて

います。

また、ヘイトスピーチの解消に向けた取組が求められています。

2020 年（令和 2 年）に実施した「人権に関する県民意識調査」では、外国人の人権に
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関する問題として、「日常生活に必要な情報が得にくい」が 44.2％と最も高く、次いで

「就職や仕事の内容等で不当な扱い」（34.4％）、「地域社会での理解が不十分」

（31.9％）となっています。

このような状況の中、2020 年（令和 2 年）6 月末現在の本県在留外国人数は 10,448

人となっており、この 10 年間で約 1.4 倍に増加しています。

国の施策による外国人材受入れの拡大や若者の生活スタイルの変化、外国人の交

流の場の増加などにより、今後ますます外国人との関わりが増える時代を迎えることから、

日本人と外国人が安心して暮らせる社会の実現のために、異なる言語や文化、習慣な

どを認め合い、「生活者としての外国人」がそれぞれの文化的アイデンティティーを発揮

し、生きがいを持って生活できる豊かな社会づくりがさらに求められています。

問 日本に居住している外国人に関することで、人権上、特に問題があると思

うことはどれですか。（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

（県調査）

％

日常生活に必要な情報が得にくい

就職や仕事の内容等で不当な扱い

地域社会での理解が不十分

差別的な言動が行われる

住宅を容易に借りられない

行政への参画機会が少ない

交際等を周囲から反対される

店舗やホテルなどで入店・宿泊を拒否

その他

特にない

わからない

無効

無回答

44.2

34.4

31.9

29.8

9.6

7.4

5.6

5.2

1.2

8.5

17.3

0.6

2.5

0 10 20 30 40 50

(N = 1423)
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(3)具体的施策の方向

国際交流や国際協力の拡大並びに外国の人々と共に暮らす地域づくりをめざして、

県内市町とも連携・協力の上、以下の取組を推進します。

①国際理解を促進するための交流や教育の推進

ア 誰もが異なる文化や習慣などに対する理解を深め、地域社会において共に生

活していくことができる社会をめざし、多文化交流事業や国際理解のための講座、

語学講座などの取組を進めます。

イ 学校教育や社会教育を通じて、国際的な視野を有する人材の育成をめざすとと

もに、異なる文化的背景や価値観を有する外国人を尊重し、受け入れる寛容な社

会の創造をめざし、外国語教育や国際社会への理解を深める教育を進めます。

②外国人が暮らしやすい環境づくりの推進

ア 地域社会において、外国人が安心して生活できるよう、生活情報や地域情報、

災害情報などを多言語ややさしい日本語でわかりやすく提供するとともに、ワンスト

ップによる相談窓口の運営に取り組みます。

イ 留学生が安心・安全に学べる環境づくりをめざし、受入環境の整備や生活情報

のきめ細かな提供を図ります。

ウ 外国人材が県内産業の様々な分野で活躍し、安心・安全に生活できる環境づく

りを推進します。

エ ヘイトスピーチの解消など、外国人の人権尊重に関する教育・啓発活動等を一

層進めます。
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７ ＨＩＶ感染者・ハンセン病回復者等の人権

〔1〕ＨＩＶ感染者等

(1)取組の経過

私たちは、これまで多くの感染症を経験してきましたが、その中で感染症に対する誤

った知識や思いこみから、感染した人やその家族等を差別や偏見で苦しめてしまうこと

がありました。

エイズ（後天性免疫不全症候群）は、1981 年（昭和 56 年）にアメリカで最初の症例が

報告され、その後急速に世界中に広がりましたが、これは、ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）

というウイルスが引き起こす病気で、また、ＨＩＶの感染が確認されているが、エイズを発

症していない状態の人をＨＩＶ感染者といいます。

国連では、1988 年（昭和 63 年）にＷＨＯ（世界保健機構）がエイズのまん延防止と患

者・感染者に対する偏見と差別の解消を図るため、毎年 12 月 1 日を「世界エイズデー」

と定め、啓発活動の実施を提唱しました。

わが国では、1992 年（平成 4 年）に公衆衛生審議会の専門委員会が、誤った理解に

基づく差別と偏見が根強く存在している現状から、国民を対象にした幅広い啓発が必

要とのアピールを行いました。

国は、1999 年（平成 11 年）に、これまでの感染症の予防に関する施策を抜本的に見

直し、新たに「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」を制定し

ました。この法律の前文に「エイズ等の感染症の患者に対するいわれのない差別や偏

見が存在したという事実を重く受け止め、これを教訓として今後に生かすことが必要であ

る」と明記し、プライバシーの配慮など患者の人権に重点を置くようになりました。

また、2006 年(平成 18 年)に、「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指

針」の改正により、正しい知識の普及啓発、教育並びに保健所等における検査・相談体

制の充実等による発生、まん延の防止及び患者等に対する人権を尊重した良質かつ

適切な医療の提供等の観点から新たな施策の方向性が示され、国や地方公共団体、

医療関係者及びＮＧＯ（国際協力に携わる非政府組織、民間団体）等が、ともに連携し

て総合的な取組を推進していくこととされました。

県は、1993 年度（平成 5 年度）から「エイズストップ作戦長崎」を展開し、エイズ治療拠

点病院や地域協力病院の選定、保健所やエイズカウンセラーでの相談など、医療提

供・相談体制の整備を進めるとともに、新聞・テレビ等のメディアを活用した啓発や広報

活動、小・中・高等学校・特別支援学校の教職員に対するエイズ教育の推進など、関係

機関・団体等で構成する長崎県エイズ・性感染症専門部会からの意見もいただきながら、

エイズに関する正しい知識と理解の普及を促進するための取組を進めてきました。
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(2)現状と課題

ＨＩＶ感染症は、正しい知識とそれに基づく個人個人の注意深い行動により、多くの

場合、予防することが可能な疾病です。全国のＨＩＶ感染者及びエイズ患者（以下「ＨＩＶ

感染者等」）は、横ばいまたは減少傾向にあります。

2019 年（令和元年）の新規ＨＩＶ感染者数は 903 人で、過去 20 年間で 14 番目の

報告数であり、年代別では 20～40 代に多い状況です。新規エイズ患者数も 333 人と

過去 20 年間で 17 番目の報告数で、年代別では特に 30～50 代が多い状況です。

（厚生労働省エイズ動向委員会発表：令和元年エイズ発生動向）

本県の 2019 年（令和元年）の新規ＨＩＶ感染者数は 5 人、エイズ患者数は 2 人の計 7

人であり、これまでに累計 103 人のＨＩＶ感染者・エイズ患者が報告されています。過去

5 年間は 2～7 人で推移しており、年代別では 20～50 代の幅広い年代から報告され、

各年代において報告件数に差がない状況です。

ＨＩＶ感染症は、その感染経路が特定している上、感染力もそれほど強いものでない

ことから、正しい知識に基づいて通常の日常生活を送る限り、いたずらに感染を恐れる

必要はなく、また、近年の医学的知識の蓄積と新しい治療薬の開発等によってエイズの

発症を遅らせたり、症状を緩和させたりすることが可能になってきています。

感染経路の理解などの知識はかなり普及されてきている一方、未だに特定の人の病

気という認識が強い傾向が見られます。誰でも感染の可能性がある身近な病気であると

いう認識を持つことが重要であり、検査による早期発見と治療によって発症を遅らせるこ

とが可能であるとの認識を高めるための、ＨＩＶ感染症に関する正しい知識の普及が必

要です。

また、学校教育においても、児童生徒の発達段階に応じてエイズに関して正しく理解

させるとともに、偏見や差別をなくすための教育を進める必要があります。

2020 年（令和 2 年）実施の「人権に関する県民意識調査」の結果では、ＨＩＶ感染者

等に関する人権上の問題として、「地域社会での理解が不十分」が 52.5％と半数を超え、

以下、「差別的な言動が行われる」（38.9％）、「就職等で不当な扱いを受ける」（27.0％）

が続いています。
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(3)具体的施策の方向

ＨＩＶ感染症は身近な問題であるとの理解を深めることや、ＨＩＶ感染者等の人権を尊

重し、偏見や差別を解消していくこと、また、ＨＩＶ感染の早期発見は、個人においては

早期治療、社会においては感染拡大防止に結びつくといった観点から、以下の取組を

推進します。

①偏見や差別を解消するための普及・啓発活動の推進

ア ＨＩＶ感染症等に関する啓発資料の作成・配布、各種の広報活動、世界エイズ

デーと連携したイベント開催等を通じて、ＨＩＶ感染症についての正しい知識の普

及を図ることにより、ＨＩＶ感染者等に対する偏見や差別意識を解消し、ＨＩＶ感染

症及びその感染者等への理解を深めるための啓発活動を推進します。

イ 学校教育においては、エイズ教育の推進を通じ、発達段階に応じて、正しい知

識を身に付けることにより、ＨＩＶ感染者等に対する偏見や差別をなくすとともに、そ

のための教職員の研修を推進します。

②相談・支援体制の充実

保健所窓口での相談・検査を推進するとともに、ＨＩＶ感染者等及びその家族が抱

える保健医療や生活上の相談に、エイズカウンセラーを派遣して必要な支援を推進

します。

問 ＨＩＶ感染者、エイズ患者に関することで、人権上、特に問題

があると思うことはどれですか。（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】
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＊ＨＩＶ（Human immunodeficiency virus）とは

ヒト免疫不全ウイルス。エイチ・アイ・ヴイと読む。エイズウイルスは一般語あるいはマスコミ

用語。エイズなど一連のＨＩＶ感染症の原因ウイルス。タイプ、グループ、サブタイプなどに細

分類される。

＊ＨＩＶ感染症とは

ＨＩＶの抗体スクリーニング検査法、つまり酵素抗体法(ELISA)、粒子凝集法(PA)、免疫ク

ロマトグラフィー法(IC) などの結果が陽性であり、かつ、以下のいずれかが陽性の場合にＨ

ＩＶ感染症と診断する。

(1) 抗体確認検査、Western Blot 法、蛍光抗体法(IFA)など。

(2) ＨＩＶ抗原検査、ウイルス分離及び核酸診断法(PCR) 等の病原体に関する検査。

＊エイズ（AIDS: Acquired immunodeficiency syndrome）とは

ヒト免疫不全ウイルス(HIV) の感染によって起こるＨＩＶ感染症の末期状態を定義した言葉。

免疫の力が低下して、健康な状態では到底かからない感染症(日和見感染症)にかかったり、

脳の機能が衰えたり、悪性腫瘍〔日和見腫瘍〕が発生して、最後には死にいたる。従って、エイ

ズの診断は、「ＨＩＶ感染(＋免疫能低下) ＋23 のエイズ指標疾患または状態がある」ことによ

って下される。
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〔2〕ハンセン病回復者等

(1)取組の経過

ハンセン病は、ノルウェーのアルマウェル・ハンセン医師により発見された「らい菌」に

感染することで起こる慢性の感染症です。

かつては「らい病」と呼ばれ、体の一部が変形したり、人里離れた療養所に強制隔離

されることで「伝染しやすい病気」という誤った理解が社会に広まり、このことにより偏見、

差別が助長されていきました。

しかし、「らい菌」の感染力は極めて弱く、非常にうつりにくく、たとえ感染しても発病す

ることはまれで、仮に発病した場合でも治療法が確立されている現在では、早期発見と

早期治療により、障害を残すことなく短期間で確実に治せるようになりました。

わが国では、1907 年（明治 40 年）に制定された「らい予防に関する件」からハンセン

病政策が始まり、1931 年（昭和6 年）に制定された「らい予防法（旧法）」以降発病した人

は、ハンセン病療養所に強制的に終生隔離されるなど非人間的な扱いを受け、患者と

家族は、いわれなき差別と偏見に苦しめられてきました。

「らい予防法」は、1996 年（平成 8 年）に廃止され、2001 年（平成 13 年）には、強制的

な隔離政策により人権を侵害されたとして療養所の入所者等が提訴していた裁判で、

国の賠償責任を認める判決が出されました。これに対して、国は、控訴を断念し、同年

に「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」を制定し、損

失補償や名誉回復及び福祉増進を目的とした各種施策を実施しています。

これらの取組により、ハンセン病回復者等が受けた被害の回復については、一定の

解決が図られましたが、社会に根強く残る偏見・差別の解消、回復者が地域社会から孤

立することなく、安心して平穏に暮らすことができる基盤整備などの問題も残されていま

す。

これらの問題の解決のため、回復者等による法制定のための努力が重ねられ、「ハン

セン病問題の解決の促進に関する法律」が 2009 年（平成 21 年）に施行され、国立ハン

セン病療養所等における療養及び生活の保障、社会復帰の支援及び社会生活の援助、

名誉回復及び死没者の追悼、親族に対する援護等に関する施策を実施することとなり

ました。

県は、入所者に対するお見舞い、故郷への里帰り事業、入所者家族への援護などを

行うとともに、美術館での入所者作品展や入所者との交流会など、ハンセン病に対する

正しい理解を深めるための取組を進めています。

(2)現状と課題

今日では、療養所と社会との交流も徐々に進み、わずかではありますが、地域社会に

復帰した人もいます。
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しかしながら、89 年間という長期間の強制隔離政策により、患者の高齢化が進むとと

もに、2003 年（平成 15 年）の熊本県内でのホテル宿泊拒否事件にみられるように、病気

に対する誤解や無理解が今なお社会の中に根強く残り、入所者の地域社会への復帰

や交流を妨げています。ハンセン病に対する正しい理解を深めることが、一層求められ

ています。

2020 年（令和 2 年）実施の「人権に関する県民意識調査」では、ハンセン病回復者等

に関する人権上の問題として、「地域社会での理解が不十分」が 50.1％と最も高く、次

いで「差別的な言動が行われる」（37.3％）となっています。

(3)具体的施策の方向

ハンセン病回復者及びその家族等に対する偏見や差別をなくしていくためには、県

民一人ひとりがハンセン病に対する正しい知識を学び、理解を深めることが何よりも重

要です。そのために、以下の取組を推進します。

①偏見や差別を解消するための普及啓発活動の推進

ア 県の広報紙や県の保健所、市町、関係団体などの活動を通して、ハンセン病に

対する正しい知識の普及啓発活動を推進します。

イ 啓発図書やビデオの充実、入所者作品展、写真パネル展等の開催など、あらゆ

る層に対して、より効果的な方法や機会を通じた啓発活動を推進します。

②相談・支援や里帰り事業等福祉事業の推進

ア 入所者に対するお見舞い、里帰り事業、墓参りへの支援、入所者家族への援護

などを推進します。

問 ハンセン病回復者等に関することで、人権上、特に問題があると

思うことはどれですか。（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

％

地域社会での理解が不十分

差別的な言動が行われる

自立した生活を営むことが困難

アパート等への入居を拒否

ホテル等で宿泊を拒否

その他

特にない

わからない

無効

無回答

50.1

37.3

31.2

10.2

5.3

0.2

6.0
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〔3〕新型コロナウイルス感染症患者等

(1)取組の経過

     2020 年（令和 2 年）に新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界的にまん延し、

同年、国内でも初めての感染者が確認され、その後感染が拡大し、今日まで国民生活

や経済に大きな影響を及ぼしています。

    国が、同感染症の医療提供体制の維持や検疫体制の整備、緊急事態宣言の発出な

ど感染拡大防止に総力を挙げて取り組む中、目に見えない未知のウイルスへの不安や

恐れから、感染者やエッセンシャルワーカー、その周辺の人々の誹謗中傷や偏見、差

別など人権に関わる問題が起きています。

    国や地方公共団体、民間団体等が誹謗中傷等の防止に向けた啓発等を行っている

中、2021 年（令和 3 年）に「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する

法律」が制定され、何人も新型コロナウイルス感染症や類似の感染症に起因する差別

的取扱い等を受けることがないよう、国や地方公共団体は実態の把握や相談支援、情

報収集・提供、啓発活動を行う旨規定されました。

    県は、国内で感染者が確認されて以降、新型コロナウイルスに関連する人権配慮を

促すための啓発を行い、また、専門の相談窓口を設置するなど被害者への支援に取り

組んできました。

（2）現状と課題

新型コロナウイルス感染症が 2020 年（令和 2 年）に県内でも感染者が確認されて以

降、感染者やエッセンシャルワーカー、その周辺の人々をはじめ広く県民に対する誹謗

中傷やプライバシーの侵害、差別など人権に関わる事例が発生しています。

    不確かな情報や誤った情報に基づく不当な差別や偏見等はあってはならないことで

あり、これらにより、県民が誹謗中傷や差別を恐れて、症状が出ても受診しなかったり、

ＰＣＲ検査を拒んだり、感染者が行動歴を隠すなど、さらなる感染拡大につながることに

なります。

また、医療従事者等に対する偏見や不当な扱いなどは、退職等を誘引し、医療体制

の崩壊を招きかねません。

このようなことから、新型コロナウイルス感染症の収束が見えない中、同感染症に関す

る基本情報等の発信や人権配慮を促すための啓発、誹謗中傷、差別などの被害者へ

の支援等に、引き続き取り組む必要があります。

また、今後、類似の感染症が発生した場合も、同様に対応していくことが求められま

す。

2020 年（令和 2 年）に実施した「人権に関する県民意識調査」では、新型コロナウイル

ス感染症に関する人権上の問題として、「感染者等が職場等で不当な扱いを受ける」が
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73.9％と最も高く、次いで「感染者等が個人情報等を公開される」（66.1％）、「県外から

の帰省者等が不当な扱いを受ける」（46.9％）となっています。

（3）具体的施策の方向

「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律」に基づき、新型コ

ロナウイルス感染症や類似の感染症に起因する不当な差別的取扱いや名誉、信用を

毀損する行為など権利利益を侵害する行為を防止するため、以下の取組を推進しま

す。

①感染症に関する情報収集・提供

       新型コロナウイルス感染症又は今後発生した場合の類似感染症に関する情報収

集や提供、感染予防対策の発信を行います。

②差別的取扱い等にかかる実態把握、啓発、相談支援

       新型コロナウイルス感染症又は今後発生した場合の類似感染症に起因する差別

的取扱い等の実態把握や防止のための啓発、被害を受けられた方などからの相談

への対応を行い、解決に向けた支援を行います。

＊エッセンシャルワーカー（essential worker）とは

直訳すると「必要不可欠な労働者」で、社 会基盤を支えるために必要不可 欠な仕事

に従事 する労働 者。生 活必 須 職従 事者とも呼 ばれ、医 療・福 祉や保 育、運 輸・物 流 、

小売業、公共機関などが該当するとされます。

問 新型コロナウイルス感染症に関することで、人権上、特に問題が

あると思うことはどれですか。（回答は３つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】
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8 犯罪被害者等の人権

(1)取組の経過

犯罪被害者等を支援する社会的制度は、1963年（昭和38年）頃から、先進諸外国に

おいて整備が始められました。

国連は、1985 年（昭和 60 年）に「犯罪及び権力濫用の被害者のための司法の基本

原則宣言」を採択し、各国に対して、被害者等に対する情報の提供や物心両面の社会

的援助とともに、警察等の機関の職員に対する教育やガイドラインの策定などを求めま

した。

わが国では、1980 年（昭和 55 年）に犯罪被害者等に給付金を支給する「犯罪被害者

等給付金の支給に関する法律」が制定、翌年には、犯罪被害遺児に奨学金を支給する

「財団法人犯罪被害救援基金」が設立され、犯罪被害者等に対する経済的援助が進め

られました。

その後、1992 年（平成 4 年）にわが国で初めての民間被害者援助団体が東京に設立

され、民間ボランティアによる被害者支援活動が開始されるにしたがって、全国に波及

していきました。

1996 年（平成 8 年）に、警察庁で「被害者対策要綱」が定められ、本格的な被害者対

策が開始されたのに続き、2000 年（平成 12 年）には、犯罪被害者等保護二法(「刑事訴

訟法及び検察審査会法の一部を改正する法律」、「犯罪被害者等の保護を図るための

刑事手続に付随する措置に関する法律」)が制定されるなど、被害者等の保護や支援

についての法的な整備が進められました。

2005 年（平成 17 年）には、「犯罪被害者等基本法」が施行されるとともに、同法に基

づき「犯罪被害者等基本計画」が策定され、その後数度の見直しが行われ、2021 年（令

和 3 年）には、第４次の基本計画が策定されています。

2008 年（平成 20 年）には、「犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律」が「犯罪

被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律」に改められ、犯罪

被害給付金制度の拡充が図られるとともに、犯罪被害者等に対する支援を行う民間の

団体の自主的な活動や犯罪被害者等の支援に関する広報啓発活動の推進に関する

規定が整備されました。

このような被害者等の抱える問題や困難に対する社会的な関心の高まりを受けて、給

付金制度の改善などの経済的負担の軽減や犯罪の捜査や裁判の過程での被害者等

の保護、手続への関与等権利の拡充が図られるとともに、社会全体で被害者等を支援

していこうとする取組が進められてきました。

本県では、1997 年（平成 9 年）から、精神的・経済的な問題や医療・公判に関すること

など、被害者等の多様なニーズに応え、総合的な支援を行うために、警察のほか、地方

自治体、法曹界、医療関係者等の関係機関で構成される「長崎県被害者支援連絡協
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議会」などの被害者支援ネットワークが設立されました。

その後、2003 年（平成 15 年）には、県内初の民間支援団体として「ＮＰＯ法人長崎被

害者支援センター」（現在の「公益社団法人長崎犯罪被害者支援センター」）が設立さ

れ、2008 年（平成 20 年）には、犯罪被害等早期援助団体に指定されました。

これらにより、被害者等へのよりきめ細かな支援活動ができるようになり、官民一体と

なって、社会全体で被害者を支える活動を推進しています。

また、2016 年（平成 28 年）には、長崎犯罪被害者支援センター内に性暴力被害者の

相談窓口「性暴力被害者支援『サポートながさき』」を開設し、被害者の心身の負担軽

減、健康の早期回復及び被害の潜在化防止を図っています。

そして、県全体における犯罪被害者等支援の更なる充実を実現するために条例の制

定が必要との声が高まり、2019 年（令和元年）に「長崎県犯罪被害者等支援条例」を制

定しました。

(2)現状と課題

犯罪にあった人やその家族は、命を奪われたり、身体を傷つけられたりするといった

直接的な被害を受けるだけではなく、犯罪による著しいストレス反応などの精神面や医

療費の負担などの経済的な面でも大きな被害を受けています。

また、マスコミ等による過剰な取材や報道によるプライバシーの侵害等から深刻なスト

レスが生じるなど、様々な二次被害に苦しんでいます。

生命や身体に直接的に被害を及ぼす犯罪は、人権侵害の最たるものの一つであり、

県民の誰もが、犯罪被害にあう可能性が高い現状では、同じ立場になりうる潜在的な被

害者予備軍であると言えます。

そうしたことから、誰もが犯罪被害者等になり得るとの認識を県民が共有し、犯罪被害

者等に対する問題を社会全体で考え、共に支え合い、誰もが安心して暮らすことができ

る社会を実現するという気運の醸成
じょうせい

が重要です。

2020 年（令和 2 年）実施の「人権に関する県民意識調査」では、犯罪被害者の人権

にとって問題があることとして、「過度の取材活動等によるプライバシー侵害」が 55.9％と

最も高く、次いで「周囲の無責任な噂話」（40.4％）、「精神的なショックや身体的不調」

（21.2％）となっています。
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(3)具体的施策の方向

被害者等の立場を理解し、人権を擁護していくためには、関係機関相互の連携ととも

に、何よりも県民の理解と協力が求められています。「犯罪被害者等に対する問題を社

会全体で考え、共に支え合い、誰もが安全に安心して暮らすことができる社会の実現」

を基本目標として、以下の取組を推進します。

①県民の理解増進のための広報・啓発

ア 「長崎県被害者支援連絡協議会」など被害者支援ネットワークの連携活動を通

じて、被害者問題を広く県民に訴え、被害者等の支援に向けた社会環境づくりを

問 犯罪被害者等に関することで、人権上、特に問題があると思うこ

とはどれですか。（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

（資料 警察庁・長崎県警察本部）

％

過度の取材活動等によるプライバシーの侵害

周囲の無責任な噂話

精神的なショックや身体的不調

医療費等の経済的負担を受ける

警察への相談に期待できない

相談・支援機関が不十分

捜査等に関わる負担を受ける

被害者の声が十分に反映されない

職場等の十分な理解が得られない

行政機関等から配慮に欠けた言動を受ける

その他

特にない

わからない

無効

無回答

55.9

40.4

21.2

19.7

17.9

16.9

14.0

10.7

9.1

6.4

0.4

4.2

11.5

1.5

2.6
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(N = 1423)
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推進します。

イ 被害者等が置かれている現状を正しく理解し、二次被害を解消するために、広

報啓発活動を推進します。

ウ 社会全体で被害者を支え、被害者も加害者も出さないまちづくりへの取組として、

被害者等による講演「命の大切さを学ぶ教室」を推進します。

②関係機関・団体等との連携・協力

「第４次長崎県犯罪被害者等支援計画」に基づき、関係各機関・団体が連携して、

効率的・効果的な支援に取り組んでいきます。
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9 インターネットによる人権侵害

(1)取組の経過

インターネットが急速に普及する中、その匿名性を悪用して、他者を誹謗中傷する表

現や差別を助長する表現など、人権を侵害する事例が増加しています。特に近年は、

ＳＮＳにおける誹謗中傷等が問題化しています。

また、コンピュータやネットワークの利用により大量の個人情報が処理される社会とな

る中で、個人情報の不適正な取り扱いや信用情報、顧客データの盗用・流出などの問

題も依然として生じています。

こうした中、国は、インターネット上で人権を侵害するような書き込み等に対して被害

者がプロバイダ等に書き込み削除や発信者情報の開示を求めることができる「特定電

気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（プ

ロバイダ責任制限法）（2001 年（平成 13 年））、そして、行政機関や企業に対して個人情

報の適正な取扱を義務づけた「個人情報の保護に関する法律」（2003 年（平成 15 年））

などを制定し対応してきました。

2021 年（令和 3 年）には、プロバイダ責任制限法が改正され、誹謗中傷等を投稿した

者が速やかに特定されやすくなりました。

また、インターネット関係事業者にフィルタリングの提供を義務化する「青少年が安全

に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（青少年インターネ

ット環境整備法）（2008 年（平成 20 年））や元交際相手らの性的な写真や動画をインタ

ーネット上に掲載することへの罰則を盛り込んだ「私事性的画像記録の提供等による被

害の防止に関する法律」（2014 年（平成 26 年））が制定されました。

県は、2001 年（平成 13 年）に、県の機関等が行う個人情報の収集や利用等の適正な

取扱いや県の機関が保有する本人情報の開示請求等に関する権利、事業者の責務な

どを定めた「長崎県個人情報保護条例」を制定し、個人情報保護対策を進めてきまし

た。

また、子どもの心と命を守るために、インターネットの掲示板やゲームサイト等を閲

覧・監視する「ネットパトロール事業」を実施し、いじめや誹謗中傷に及ぶ書き込み、

盗撮写真の掲載など人権を侵害する内容が見受けられた場合は、サイト運営会社等

に削除依頼を行いました。2018 年度（平成 30 年度）からは、より身近な学校や PTA

等地域で「ネットパトロール」が実施できるよう、その手法の講習を行ってきました。

さらに、「メディア安全指導員」の養成及び派遣によって、携帯電話利用に係る危険

性やその対処法などを指導しています。
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(2)現状と課題

パソコンや従来型の携帯電話に加え、スマートフォン（多機能携帯電話）の急速な普

及に伴い、出会い系サイト、ＳＮＳなどにおけるいじめや誹謗中傷等、子どもが人権侵害

や犯罪に巻き込まれる危険性がさらに高まっています。

また、情報通信技術の発達や事業活動のグローバル化等の急速な環境変化に対応

するため、2015 年（平成 27 年）に個人情報保護法等の改正が行われ、これにより、個人

情報よりも識別性が高い個人番号を含んだ特定個人情報に関する規定が設けられると

ともに、DNA や指紋などの身体的特徴も個人識別符号として個人情報に扱われることと

なり、これまで以上に個人情報の適切な取り扱いが求められています。

2020 年（令和 2 年）実施の「人権に関する県民意識調査」では、インターネットを利用

する上での人権上の問題点として、「人権を侵害する情報を掲載」が 75.9％と最も高く、

次いで「個人情報の不正な取り扱い」（54.5％）、「ＳＮＳ等による交流が犯罪を誘発する

場」（43.1％）となっています。

(3)具体的施策の方向

関係機関との連携による対応や、利用に関してのルール等への理解を深める方策の

実施と個人情報保護について、以下の取組を推進します。

①関係機関と連携した対策の実施

インターネットによる人権侵害に対しては、長崎県人権教育啓発センター等にお

ける相談対応や、長崎地方法務局等との連携・協力を図り、プロバイダ等に対する

申し入れなどの適切な対応を行います。

②利用に際してのルール等の教育・啓発

学校や家庭、地域社会において、児童生徒や保護者をはじめ広く県民に対し、イ

ンターネット利用に際してのモラルやルールについての教育・啓発を推進します。

問 インターネットに関することで、人権上、特に問題があると思うこと

はどれですか。（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】

％

人権を侵害する情報を掲載

個人情報の不正な取り扱い

ＳＮＳ等による交流が犯罪を誘発する場

プライベートな情報を公開

子どもにとって有害な情報を掲載

未成年者の実名等を掲載

その他

特にない

わからない

無効

無回答

75.9

54.5

43.1

25.2

23.3

6.6

1.2

3.1

6.5

1.3

2.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

(N = 1423)
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③個人情報保護についての意識向上と啓発活動の推進

個人情報の保護や情報セキュリティ対策についての県職員の意識向上に努めると

ともに、個人情報保護制度のより一層の充実を図ります。

また、国及び市町との連携を図り、個人情報保護についての啓発を推進します。

＊プロバイダとは

インターネットへの接続サービスを提供する事業者等。

＊情報セキュリティ対策とは

インターネットやコンピュータを安心して使い続けられるように、大切な情報が外部に漏

れたり、ウイルスに感染してデータが壊されたり、普段使っているサービスが急に使えなく

なったりしないように、必要な対策をすること。
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10 性的少数者の人権

(1)取組の経過

性的少数者とは、こころの性とからだの性が一致しない、あるいはこころの性がはっ

きりとしないトランスジェンダー（性同一性障害の人を含む）や、同性愛者、両性愛者

といった人たちなどの総称です。

このような人たちは少数であるがために、社会において十分な理解が得られず、偏

見の目で見られ、差別的な扱いを受けることがあります。

国連は、2008 年（平成 20 年）に性的指向や性自認に関わらず、人権の促進と保護

に努めることを求めた声明を出しています。

近年、世界では、同性婚を合法化する国や同性カップルに結婚とほぼ同等の権利を

認める国も増えてきています。

わが国では、2004 年（平成 16 年）に「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に

関する法律」が施行され、一定の基準を満たせば、性別の取り扱いの変更の審判を

受けることができるようになりました。

また、2015 年（平成 27 年）以降、国内の一部の地方公共団体では、同性カップルに

おいて互いを人生のパートナーであることを認める制度など、同性愛者に対する支援の

動きも見られるようになりました。

さらに、2016 年（平成 28 年）には、男女雇用機会均等法に基づく事業主向けの「事

業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上構ずべき措置に

ついての指針」において、性的指向又は性自認に関する差別的な言動もセクシュアル

ハラスメントの対象となると明記されました。

県では、県民や企業・団体等に性的少数者についての正しい理解や認識を深め

てもらうために、これまで講演会やフォーラム、研修会等の開催、啓発資料の作成・配

布、インターネットやテレビなどのマスメディアの活用等による教育・啓発に取り組んで

きています。

(2)現状と課題

2019 年（令和元年）、2020 年（令和 2 年）に国や民間の研究機関が実施した調査で

は、日本での性的少数者の割合は 8.2％や 8.9％、10％といった数値が出ています。

また、他の調査では、異性愛者の男性と比べ、ゲイ、バイセクシュアルの男性の自殺

未遂リスクは、その約 6 倍との結果も出ています。

本県が 2019 年（令和元年）に実施した「性的少数者に関する実態調査」では、性的

少数者の方の悩みや困りごととして、「周囲で性的少数者に関する差別的な言動を見

聞きする」が 47.0％で最も高く、また、「地域社会に望む取組」としては、「教育・啓発」に

類するものが 25.4％と最も高くなっています。



- 70 -

また、2020 年（令和 2 年）に実施の「人権に関する県民意識調査」では、性的少数者

の人権上の問題として、「差別的な言動をされる」が 29.8％と最も高く、次いで「家庭や

地域社会での理解が不十分」が 28.7％、「職場等で嫌がらせを受ける」が 27.1％となっ

ています。

2015 年（平成 27 年）、文部科学省は、「性同一性障害に係る児童生徒に対するき

め細かな対応の実施等について」を都道府県等に通知、さらに翌年には、より詳細に

対応要領等をまとめた「性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対す

るきめ細かな対応等の実施について（教職員向け）」の手引を示し、きめ細かな配慮

を行うよう求めています。

このようなことから、性的少数者の方が身近にいるという意識と、性の多様性を理解し、

尊重していく人権意識を持つことが重要であり、そのため、広く県民、企業等への理解、

認識を高めてもらう取組が必要です。

(3)具体的施策の方向

性的少数者に対する偏見・差別等が当事者を苦しめており、周囲の一人ひとりが

性の多様性について正しい理解や認識を深めることが重要であることから、以下の取

組を推進します。

①県民・企業等に対する取組

地域社会や職場において、性的少数者の存在を正しく認識し、性に対する多様な

あり方への理解を深めるために、民間団体等とも連携して、各種講演会や研修会等

問 性的少数者（性同一性障害、同性愛、両性愛の人など）に関することで、人権

上、特に問題があると思うことはどれですか。（回答は 3 つまで）

【令和 2 年実施「人権に関する県民意識調査」】
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の開催、啓発資料の配布、インターネットやマスメディア等を活用するなど、広く県民

や企業・団体等へ啓発を行うとともに相談対応の充実を図っていきます。

また、県への各種申請書等における性別記載欄の見直しを進めていくとともに、市

町や企業・団体等に対しても、性別記載欄見直しの働きかけを行っていきます。

②学校における取組

性的少数者について教職員が正しく理解し、適切に対応できるような啓発を行うと

ともに、日頃から児童生徒が相談しやすい環境を整え、組織的な支援を行っていきま

す。

また、学校が支援を行う際には、当該児童生徒や保護者の意向等を踏まえつつ、

個別の事情に応じて医療機関等と連携した支援を行っていきます。
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11 その他の人権問題

これまで明らかにしてきた人権問題以外にも、以下に掲げるような問題も存在しています。

これらの問題を解決し、人権が尊重される社会を築くためには、県民一人ひとりが個々の人

権問題について正しい知識を持ち理解を深めることが何よりも大切です。

互いがそれぞれの違いを認め合い、自分自身の人権だけでなく、他人の人権についても

深く理解し尊重する、そのような共生の社会を実現していくために、あらゆる場・あらゆる機

会を通じて人権教育・啓発等の取組を推進します。

(1)原爆被爆者に関する問題

被爆県である本県独自の問題として、原爆被爆者の問題があります。現在、被爆者

に対しては、1995 年（平成 7 年）に施行された「原子爆弾被爆者に対する援護に関する

法律」により、保健、医療及び福祉にわたる総合的な援護対策が進められています。

2002 年度（平成 14 年度）からは、爆心地から半径 12Km の区域で被爆体験を有し、

精神的要因に基づく健康影響がある者に医療給付を行う長崎被爆体験者支援事業が

行われています。

また、在外被爆者については、各種申請を在外公館等を通じて行う来日要件撤廃、

渡日治療などのための渡日支援、現地での健康相談、現地で医療給付を受けたときに

自己負担額を支給する保健医療助成事業等も行われ、さらに、2016 年（平成 28 年）か

らは、日本国内と同様に法に基づく医療の給付が開始されています。

しかし、原子爆弾が人体に及ぼす影響調査等は進められていますが、遺伝的影響が

解明されていないため、原爆被爆への理解が得られなかったり、被爆者やその子どもた

ちが健康不安を抱くなど課題も残されています。

被爆から 75 年以上が経過し、被爆者の高齢化が進行するとともに、若い世代の中で

は原爆被爆という歴史的事実そのものに対する認識が薄れつつあるとの指摘もされて

います。

平和なくして人権は存在しないという理念のもと、被爆資料や遺構の収集・保存など

を通じ被爆の歴史を正しく伝えるとともに、次代を担う世代に被爆体験を継承し、原爆の

悲惨さと戦争の恐ろしさ、平和や命の大切さを引き継いでいくことが求められています。

(2)災害時における人権尊重

2011 年（平成 23 年）の東日本大震災や 2016 年（平成 28 年）の熊本地震など、大規

模な災害発生に伴って、多くの人々が長期にわたる避難生活を余儀なくされる場合が

あります。

避難所の運営にあたっては、女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い

や性的少数者の視点、高齢者や障害のある人、乳幼児等に対しても十分な配慮が必
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要となってきます。

また、プライバシーの確保や女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所での設備

設置や防犯体制の構築が必要です。

このため、「長崎県地域防災計画」に基づき、国や市町、企業・団体等との連携、役

割分担を図りながら、災害時においても人権に配慮した対策を行っていきます。

(3)その他の問題

1997 年（平成 9 年）に「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普

及及び啓発に関する法律」（アイヌ文化振興法）が制定され、また、2019 年（平成 31

年）には、それに代わる「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施

策の推進に関する法律」（アイヌ施策推進法）が制定されましたが、アイヌの人々に対

する民族としての歴史や文化、伝統についての理解不足等から偏見や差別が依然と

してあります。

また、刑を終えて出所してきた人やその家族に対する偏見には根強いものがあり、就

職に際しての差別や住居等を確保することが困難となるなどの問題が生じています。こ

うした状況を踏まえ、犯罪をした者等が立ち直り、地域社会の一員として、共に生き、支

え合う社会づくりを促進し、地域共生社会を実現するため、2021年度（令和3年度）を初

年度として「長崎県再犯防止推進計画」を策定しました。本計画をもとに、関係機関・団

体等と連携体制を構築し、就労や住居確保、保健医療・福祉サービスの利用の促進等

を進めていきます。

北朝鮮による拉致の問題は、国民に対する人権侵害であり、わが国の主権及び国民

の生命と安全に関わる重大な問題です。国は、2005 年（平成 17 年）の国連総会におけ

る北朝鮮人権状況決議を踏まえ、2006 年（平成 18 年）に「拉致問題その他北朝鮮当局

による人権侵害問題への対処に関する法律」を制定し、国や地方公共団体の責務とし

て、拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民世論の啓発を図る

よう努めるものとしています。

以上の人権問題やここに記述のない人権問題についても、国や関係機関と連携し

た教育・啓発を推進します。
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第Ⅵ章 計画の推進体制

1 県の推進体制

(1) 本計画に基づく人権教育・啓発の取組は、女性や子ども、高齢者など、重要課題とし

て掲げた個別の人権課題を所管する部局のみならず、全庁的な体制で総合的・計画

的に推進することが必要です。

そのため、庁内で設置する「長崎県人権教育・啓発推進会議」により、適切な進行管

理を図ります。

また、本計画に基づく取組の状況については、毎年度公表します。

(2) 本計画に基づく人権教育・啓発施策の推進にあたっては、主な項目についての数値

目標を設定し、効果的な事業の進捗を図ります。

2 国、市町との連携

(1) 国においては、「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、人権施策の推進が図

られ、その実施状況について年次報告が出されていることなどを踏まえ、国の取組とも連

携を図りながら、本県の人権教育・啓発施策を推進します。

(2) 市町は、地域住民と身近に接し、住民との間で様々な関わりを有していることから、地

域の実情に応じたきめ細かな人権教育・啓発活動を進めていく上での基本的な実施主

体です。市町に対する情報提供、策定された基本計画（指針）に基づく具体的な教育・

啓発活動等の推進などの支援を行うとともに、十分な連携を図りながら取組を推進しま

す。

(3) 国（長崎地方法務局）、県、長崎市、人権擁護委員会連合会で構成する「長崎県人権

啓発活動ネットワーク協議会」や、法務局各支局、管内の市町で構成する「地域人権啓

発ネットワーク協議会」での連携を強化し、人権教育・啓発活動の効果的な取組を推進し

ます。

3 企業・団体、ＮＰＯ等との連携

(1) 人権教育・啓発の取組を幅広く推進するために、行政のみならず、企業や人権関係団

体、ＮＰＯなどとの連携を図り、実効ある取組を推進します。

(2) 「長崎県人権教育啓発センター」において、人権に関する様々な情報収集や提供、相

談や交流連携機能の拡充を進め、センターを中心に関係機関や団体、ＮＰＯ等との連携

や交流など人権に関わる幅広いネットワークづくりを進めます。

4 計画の目標年度

この計画は、2025 年度（令和 7 年度）を目標年度とし、終了後必要に応じた見直しを行い

ます。
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数値目標

効果的な事業の進捗を図るために、数値目標を設定します。

教育・啓発

数値目標名称 基準値（年度） 目標値（年度） 担  当  課

人権意識を持って生活していると思う人の割合
78．7%
（R2）

84.0%
（R7）

人権・同和対策課

人権・同和教育指導者登録者のうち活動者の割
合

63.9％
（R1）

70.0%
（R7）

人権・同和対策課

人権・同和教育の校内研修実施校（小・中学校）
の割合

100%
（H29）

100%
（R5）

義務教育課

人権・同和教育の校内研修実施校（高校）の割
合

100%
（H29）

100%
（R5）

高校教育課

いじめの解消率（小・中・高等学校）
89.3%
（H29）

100%
（R5）

児童生徒支援課

学校内または学校外の専門的な指導や相談を
受けた不登校児童生徒の割合

85.3%
（H30）

90%
（R7）

児童生徒支援課

女性の人権

20～59歳のうち、家庭生活において男女が家事や育児
等を協力して行っていると思う人の割合

42.4％
（R1）

47.5%
（R7）

男女参画・女性活躍
推進室

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との考え
方に反対の人の割合

47.6％
（R2）

59.8%
（R7）

男女参画・女性活躍
推進室

県の審議会等委員への女性の登用率
37.3％
（R1）

40～60%
（R7）

男女参画・女性活躍
推進室

ステップハウス*1での支援を希望する世帯への対
応比率

100％
（R1）

100%
（R7）

こども家庭課

子どもの人権

ココロねっこ運動登録団体数（累計）
5,953人
（H30）

6,303人
（R7）

こども未来課

保育所等待機児童数
70人
（R1）

0人
（R7）

こども未来課

県事業によるひとり親家庭の就職者数
59人
（R1）

100人
（R7）

こども家庭課

児童養護施設に入所する子どもの大学等進学率
38.3%
（R1）

45.0%
（R7）

こども家庭課

＊1 ステップハウス：一時保護所退所者等で自立が困難な方が地域社会で自立した生活を送ることができるまでの間、支
援を受けながら入所する施設
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数値目標名称 基準値（年度） 目標値（年度） 担  当  課

児童虐待防止対策を担う市町職員の資質向上の
ための研修受講者数

25人
（H30・R1平均）

26人
（R7）

こども家庭課

携帯電話所持の児童･生徒のフィルタリング利用
率

63%
（R1）

80%
（R7）

こども未来課

高齢者の人権

地域包括ケアシステムの構築割合
85%

（R1）
100%
（R7）

長寿社会課

認知サポーター、キャラバンメイト数（累計）
142,314人

（R1）
233,600人

（R7）
長寿社会課

消費者安全確保地域協議会の設置市町数
8市町
(R1)

21市町
(R7)

食品安全･消費生活
課

障害のある人の人権 　 　 　

相談のあった差別事案のうち、解決に至った事案
の割合

100%
（R2）

100%
（R7）

障害福祉課

障害福祉サービス事業所で福祉的就労をしてい
る障害者の平均工賃月額

17,664円
（R1）

21,700円
（R7）

障害福祉課

障害者面接会就職者数
0人

（R2）
50人

（毎年度）
雇用労働政策課

公立の幼・小・中・高等学校における個別の教育
支援計画の作成率

93.6%
（R1）

95%以上を維持

（R7）
特別支援教育課

　 　 　 　

部落差別（同和問題） 　 　 　

意識調査における部落差別の意識がないと思う
人の割合

33.8%
（R2）

40％
（R7）

人権・同和対策課

外国人の人権

県民等が参加した多文化共生関係事業の開催
件数

13回
（H30）

21回
（R7）

国際課

エイズカウンセラー相談実施件数
11件
（R2）

12件
（毎年度）

医療政策課

専門医を講師としたHIVも含めた性に関する研修
会への教職員参加人数

248人
（R2）

250人
（毎年度）

体育保健課

ハンセン病療養所入所者作品展の来場者数
1,164人

（R1）
1，000人
（毎年度）

国保・健康増進課

ＨＩＶ感染者・ハンセン病元患者等の人権
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数値目標名称 基準値（年度） 目標値（年度） 担  当  課

犯罪被害者等支援に関する広報・意識啓発活動
の対象者数

74,400人
（R1）

75,000人以上
（毎年度）

交通・地域安全課

【「子どもの人権」からの再掲】
携帯電話所持の児童・生徒のフィルタリング利用率

63％
（R1）

80％
（R7）

こども未来課

性の多様性に関する研修等参加者のうち、理解
し行動意欲を示した人の割合

‐
（‐）

90％
（R7）

人権・同和対策課

犯罪被害者等の人権

インターネットによる人権侵害

性的少数者の人権


